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○議長（廣野房男君） 皆さん、おはようございます。 

   早朝より御審議、御苦労さまです。 

   お諮りします。 

   本日、議場において、議会だより用の写真撮影をするため、議会事務局職員が議場内

にカメラを持ち込みたいと思います。これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者多数） 

○議長（廣野房男君） 異議なしと認めます。 

   したがって、議会事務局職員が議場内にカメラを持ち込むことは許可することに決定

しました。 

   写真撮影は、質問者を随時撮りますので、よろしくお願いします。 

   次に、御報告いたします。 

   ９番 鈴木久夫議員は疾病のため、本定例会の全ての会議を欠席する届出がありまし

たので、御報告いたします。 

   これから本日の会議を開きます。 

                             開議 午前 ９時０１分 

○議長（廣野房男君） 一般質問使用パネル一覧はお手元に配付のとおりでありますから、

御了承願います。 

────────────────────────────── 

  日程第１ 

○議長（廣野房男君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

   会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、１２番 稲吉照夫議員及び

１３番 笹野康男議員を指名します。 

──────────────○─────────────── 

  日程第２ 

○議長（廣野房男君） 日程第２、一般質問を行います。 

   会議規則第５５条及び第５６条の規定によって、質問時間は１人３０分以内とし、質

問回数の制限は行いません。 

   答弁時間も３０分以内とします。 

   質問者も答弁者も要領よく簡単明瞭にし、質問内容は通告の範囲を超えないようお願

いします。 

   それでは、通告順に質問を許します。 

   初めに６番、岩本知帆議員の質問を許します。 

   ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） おはようございます。 

   議長のお許しをいただきましたので、通告に従い質問させていただきます。 

   全国的に少子化が進み、令和６年の合計特殊出生率は過去最低の１.２０となりまし

た。こうした中、子どもたちが安心して育つ環境づくりは、全国の自治体に共通する重

要課題です。その基盤となる保育現場を支えるのが保育士です。 

   こども家庭庁が令和６年８月に発表した調査では、保育施設の約８割が人材不足と回
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答し、都市部に限らず、地方でも深刻化しています。直近の厚生労働省統計によれば、

保育士の求人倍率は約２.７倍と高く、採用競争が続いています。一方、令和４年度の

離職率は９.３％、新卒３年以内の離職率は約３割にも上り、人材確保は容易ではあり

ません。こうした状況は、保育の質を守るための警鐘と言えます。 

   幸田町でも採用・定着・配置・支援体制・ＩＣＴの活用・多職種連携など多角的な対

応が必要と考えます。今回は、保育現場の現状と今後の方向性についてお伺いします。

まず、保育士の人材状況についてお伺いします。 

   保育士は女性が多く、ライフステージに応じた柔軟な働き方が必要です。令和５年度

の全国平均では、常勤保育士の不足率が６.３％に達しており、多くの施設が短時間勤

務や非正規で対応しています。 

   幸田町の現状をお伺いします。初めに、近年の保育士の採用状況と離職状況、求人倍

率などの推移をお示しください。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 保育士の採用状況と求人倍率につきましては、令和５年度が３

人で３.７倍、令和６年度は６人で２.０倍、令和７年度は５人で２.８倍となっており

ます。 

   また離職状況につきましては、令和４年度が５人、令和５年度が５人、令和６年度が

３人となっております。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 分かりました、ありがとうございます。 

   次に、幸田町における保育士の正規、非正規の人数とその割合についてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 本町の保育士の正規、非正規の人数につきましては、４

月１日現在でありますが、正規保育士が７０人、非正規保育士が２３６人であります。

また、非正規保育士の割合は７７.２％であります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 全国的に保育士不足が続く中、保育士の配置は子どもの安全と健や

かな成長を支える上で重要です。国の配置基準は最低限の目安であり、実際にはより手

厚い対応が求められることも多くあります。 

   そこで、幸田町における保育士の配置が国の基準と比べてどのようになっているか、

実態をお伺いします。保育士の配置について国の基準と比べた場合、どのような体制が

とられてますでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 保育士の配置基準につきましては、本町独自に１歳児の

配置につきまして、国の基準を超える、おおむね園児４.５人につき、保育士１人以上

としております。さらに国の基準に加えまして、配慮の必要な園児につきましては、必

要に応じて加配保育士を配置し、きめ細やかな保育体制を確保しているところでありま

す。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 
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○６番（岩本知帆君） 幸田町では、国の基準を上回る保育士配置が確保されており、子ど

もが安心して過ごせる環境の大きな強みと言えます。 

   次に、近年、要支援児や配慮が必要な児の増加が全国的に見られ、保育現場では日常

的に丁寧な対応が求められています。こうした子どもたちへの適切な支援体制を整える

には、まず、現状を正確に把握することが重要です。 

   そこで、要支援児、配慮が必要な児の人数と割合についてお伺いします。町内保育園

で現在、要支援児、配慮が必要な児の人数、全体の中でどの程度の割合を占めています

か、教えてください。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 本町の要支援児、配慮が必要な園児数につきましては、

８月１日現在で８７人で、全園児数９０１人に対しまして割合は９.７％であります。

さらにクラスの中で声がけなど、場面、場面によって支援が必要な園児、こちらが７１

人おりまして、これを含めますと合計で１５８人、割合にして１７.５％になります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 要支援児、配慮が必要な児への支援体制として、保育の加配状況を

具体的に教えてください。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 要支援児、配慮が必要な園児への支援体制につきまして

は、縦割り保育では副担任と必要に応じて加配保育士を配置しております。また年齢別

保育におきましても、必要に応じて加配保育士を配置しているところであります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 要支援児や配慮が必要な児が安心して成長していくためには、日常

の保育の中できめ細やかな対応が不可欠です。保育士の個別支援に加え、看護師、保健

師、臨床心理士、言語聴覚士などの専門職や就学前の学校、関係機関との連携も重要で

す。これらの体制が機能することで、子ども一人一人の発達や特性に応じた支援が可能

となります。 

   町内保育園における日常的な支援体制や具体的な取組について、専門職や学校との連

携はどのように行われてますでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 専門職や学校などとの連携につきましては、外部委託で

依頼しております臨床発達心理士が保育園を訪問しまして、保育士が園児の発達段階や

特性理解ができるよう、相談や指導の場を定期的に設けております。 

   また、愛知県三河青い鳥医療療育センターの言語聴覚士による研修や巡回相談も実施

しております。さらにこども課や健康課の保健師が園を訪問しまして、保育士との情報

共有を図っておるところでございます。 

   学校との連携につきましては、幸田町幼保小中高連携教育推進協議会を設置いたしま

して、情報の共有や園児・児童・生徒、さらには保育士と教諭相互の交流を進めている

ところであります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 
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○６番（岩本知帆君） 分かりました。 

   次に、保育士の定着支援と保育園の多職種連携制度についてお伺いします。 

   保育士が安心して長く働ける環境づくりは、保育の質を保つ上で重要です。保育士の

離職率は約９.３％で私立園では１０％を超えるなど、高い水準となっています。背景

には、長時間労働や人間関係、家庭との両立の難しさがあり、現場の声を踏まえた対策

が求められます。 

   幸田町でも採用だけでなく、定着が今後の人材確保の鍵と考えます。職場環境の改善

やワークライフバランスの確保は、保育の質と子どもの安全を支える土台となります。 

   そこでお伺いします。保育士の定着に向けて、町ではどのような取組を行っています

でしょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 保育士の定着につきましては、本人の希望を尊重しまし

て、多様な時間帯や働き方を可能とする勤務形態で雇用し、定着促進に努めているとこ

ろでございます。また、家庭の事情を考慮しまして、３歳以上児クラスの担任を外すな

どの対応も行っております。 

   加えて、年休や産休、育休が取りやすくなるよう補足できる体制を整えまして、より

利用しやすい環境を整備しているところでございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 保育士は子どもの安全と成長支える重要な役割を担っています。

日々の笑顔の裏には記録、事務、保護者対応、個別支援など、繊細で多忙な業務が山積

みに重なっています。 

   厚生労働省の統計によると、約６割の保育士が心身の疲労が強いと感じており、要支

援児の対応や業務量、保護者との関係などが大きな負担となっています。こうした悩み

を抱えたままでは、保育の質や保育士自身のメンタルヘルスに悪影響を与えかねません。

そのため、園内での相談体制や外部機関との連携、ケース検討会など、悩みを共有、解

決できる仕組みが必要です。現場で子どもと向き合う時間を確保しつつ、メンタルヘル

ス支援と業務改善による負担軽減が不可欠といえます。 

   そこでお聞きします。まず、保育士のメンタルヘルス支援について、町ではどのよう

な取組を行ってますでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 保育士のメンタルヘルスにつきましては、園長や園長補

佐、主任保育士、また必要に応じまして、こども課職員が支援する体制をとっておると

ころでございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 業務改善としてはいかがでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 業務改善の取組につきましては、保育所ＩＣＴシステム

「コドモン」や事務補助員を導入いたしまして、事務負担の軽減を図っているところで

あります。これにより、職員の精神的負担の低減にもつながっているものと考えており



- 6 - 

ます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 質の高い保育を提供するには、保育士が継続的に知識や技術を学べ

る環境が重要です。厚生労働省の調査では、過去１年で研修を受けた保育士は約７５％

に上る一方、業務が忙しく研修に参加できないという声も多く、研修機会の確保が課題

となっています。研修や自己研さんは現場力の向上だけでなく、保育所のやりがいや定

着にもつながります。 

   そこでお聞きします。幸田町における研修の実施状況や、保育士が自己研さんを希望

する際の支援体制についてお聞かせください。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 研修の実施状況につきましては、公的機関主催によりま

す幼児教育会研究会でありますとか、民間主催による幼児教育夏季大学など、負担があ

る必要な研修をはじめ、愛知県保育士会などから案内のあります無料研修のほうも積極

的に受講しているところでございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 次に、自己研さんしたい場合の支援について教えてください。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 保育士が自己研さんを希望する場合につきましては、適

切な内容であると判断できれば、旅費や研修費等につきましても検討してまいりたいと

思っております。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） ぜひ、保育士たちが学べる機会の保障をよろしくお願いします。 

   次に、ＩＣＴ導入後の事務負担軽減についてお伺いします。 

   近年、保育士は要支援児の対応や保護者との連絡、記録業務などの多岐にわたる業務

を担っており、その結果、子どもと向き合う時間が減り、負担感が増しています。こう

した状況を改善するため、全国的にＩＣＴの活用が進められ、登校園管理、保育記録の

デジタル化、保護者連絡のオンライン化などが導入されています。 

   幸田町でもＩＣＴ化が進んでいますが、その具体的な実態についてお伺いします。幸

田町では、保育現場でどのようなＩＣＴが導入されていますでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 保育所ＩＣＴシステム導入の具体的な内容につきまして

は、登校園管理、欠席の連絡、お手紙配信機能を導入いたしました。これによりまして、

保護者からの欠席や遅刻に係る朝の集中的な電話連絡がなくなっております。 

   また、保育園から保護者にお渡しします園だよりなどもデジタル配信となりまして、

配布作業の負担軽減につながっておるところでございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） ＩＣＴの導入は進んでおりますが、慣れない作業や入力後の紙保存

などにより、本当に事務負担が軽減されているのかといった声も聞かれます。 

   そこで、現場からの課題や要望に対して、町がどのように対応しているのかお伺いし
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ます。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 保育所ＩＣＴシステム導入後の課題につきましては、保

護者による欠席連絡の操作ミスや登園児の登降園管理タブレットへのタッチ忘れといっ

た、人が行う以上、一定のミスや忘れが発生し、そういった面では逆に手間がかかって

しまっているということは承知しておるところでございます。 

   そのため、引き続き利用者への周知や丁寧な説明を行い、８園で利用状況や問題点を

共有しながら、園長会や園長補佐会におきまして、よりよい活用方法を検討しておりま

す。 

   さらに、各園でコドモンの担当者を決めまして、困ったときはいつでもこども課にも

相談できるような体制を整えております。 

   また、システムの新たな機能の活用につきましても、今後徐々に進めているところで

ございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 状況は分かりました。まだ導入から間もないっていうことで、しっ

かり皆さんが使い慣れていけば、とても便利な機能となり、業務軽減にもすごくつなが

るんじゃないかと思いますので、ぜひ支援のほうをよろしくお願いします。 

   次に、臨床心理士による支援の現状と今後についてお伺いします。 

   保育現場では、子ども一人一人の多様な背景により、保育士だけでは対応が難しい課

題が増えています。発達や行動に特性がある子どもや家庭環境に課題のある子どもには、

看護師、保健師、臨床心理士など多職種の専門的支援が不可欠です。特に臨床心理士は、

発達検査や心理的アセスメントを通じて、早期課題の発見と支援計画に重要な役割を果

たします。こども家庭庁も専門職の配置強化を進めており、今後の保育の質向上には、

多職種連携が鍵となります。 

   そこでお伺いします。町内の保育園における多職種との連携状況について教えてくだ

さい。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 多職種との連携状況につきましては先ほども申し上げま

したが、外部委託の臨床発達心理士が保育園を訪問し、配慮の必要な園児に応じた関わ

り方を現場で学べるよう、相談・指導の場を設けております。 

   また、愛知県三河青い鳥医療療育センターの言語聴覚士による研修や巡回相談も実施

しているところであります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 今後の連携についての課題について教えてください。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 今後の連携に関する課題につきましては、臨床発達心理

士を外部委託として依頼していることから、常に相談できる体制にない、こういったこ

とが課題であると認識しております。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 
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○６番（岩本知帆君） 臨床心理士による早期アセスメントと保育士、保護者への助言は、

子どもの成長に大きく貢献します。こうした支援の重要性を踏まえ、幸田町では現在、

外部委託で対応されていますが、今後の体制強化も求められます。令和８年度に開始予

定の子ども家庭支援センター事業において、臨床心理士の支援は不可欠と考えます。 

   今後、町として、採用についてどのように考えていますでしょうか、教えてください。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 令和８年度から開始予定の子ども家庭センター事業にお

きましては臨床心理士の支援が必要であり、採用に努めてまいりたいと考えております。

しかしながら、経験豊富な臨床心理士を確保できるかどうかというのが、これまた課題

であると認識しておるところでございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 分かりました。ぜひ、経験豊富な臨床心理士の確保を進めていただ

き、子ども家庭支援センター事業と保育環境の一層の充実をお願いいたします。 

   保育の質を高めるには、単なる配置数だけではなく、職員がやりがいを持って安心し

て働ける環境づくり、そして子ども一人一人を丁寧に支える仕組みが必要です。急速な

少子化や社会の変化の中でも、幸田町の子どもたちが安全で豊かな環境で育ち、未来へ

羽ばたけるよう、行政と現場が一体となって取り組まれることを強く期待し、次の質問

に移ります。 

   プロコンセプションケアなどの視点を踏まえた少子化対策についてです。 

   初めに、今回お話ししますプレコンセプションケアについては、人権をベースとする

包括的性教育を踏まえた内容としてお聞きいただきたいと思います。妊娠・出産に関す

る知識だけを重点的に教えることは、特に女性に向けて子どもを産むものだ、出生率を

上げろという強いメッセージになりかねません。結婚・出産は、女性の人生に大きな影

響を及ぼす事柄であり、子どもを産む時期や子どもを持つ、持たないかの選択は、セク

シュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ、性と生殖に関する人権という人権の領

域に属します。したがって、国が少子化対策のために、若いうちに結婚、出産するのが

よいと誘導することは問題があると考えます。一方で、プレコンセプションケアの推進

による知識の普及は、個人が主体的に選択する上で非常に重要です。 

   そこで今回は、プレコンセプションケアと包括的性教育の両方の視点から質問させて

いただきます。 

   プレコンセプションケアとは、若い世代が未来のライフプランを考え、自分の健康や

生活習慣を見直すことで、次世代を担う子どもたちの健やかな成長につながるヘルスケ

アです。パネル１を御覧ください。国立成育医療研究センターが作成したプレコンノー

トの概要を示したもので、若い世代に向けた五つの行動指針が分かりやすくまとめられ

ております。 

   次に、パネル２を御覧ください。プレコンセプションケアが将来の子どもの健康を守

ることにもつながり、人生１００年時代を自分らしく生きるために、生きるためのライ

フコース・ヘルスケアという視点の重要性を示しています。この考えは、国際的に推奨

される包括的性教育とも重なります。包括的性教育とは、人権を基盤に思春期の体の変
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化、人間関係、ライフプラン、健康管理など、性と生殖に関する幅広い知識とスキルを

段階的に学ぶ教育であり、プレコンセプションケアの実践を支える土台でもあります。 

   近年はライフスタイルや価値観の多様化、若年層の孤立や不安の増加により、こうし

た知識や支援を早期から得られる環境がより重要となっています。 

   幸田町においても、この支援を広く届けることで、望まない妊娠や健康リスクの予防、

そしてセクシュアルリプロダクティブヘルスライツを考える基盤づくりが可能になると

考えます。 

   初めに、幸田町としてプレコンセプションケアをどのように認識し、推進していくお

考えかお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） プレコンセプションケアは、成育基本法に基づく成

育医療等基本計画において、女性やカップルが日々の生活や健康と向き合い、将来の妊

娠のための健康管理を促す取組とされております。国では令和７年５月にプレコンセプ

ションケア推進５か年計画が策定され、この計画では性と健康に関する正しい知識の普

及と相談支援の充実を通じて、性別を問わず、全ての世代の方々が生涯にわたり心身と

もに健康な状態を保つことが重要であるという考え方が示されております。 

   この計画を踏まえまして、プレコンセプションケアに関する取組を実践することで、

子どもの頃からの健康づくりや正しい性の知識を得る機会ができ、将来の若い世代の男

女がより健康になり、健やかな妊娠や出産につながり、さらに未来を担う子どもたちの

健康にもつながると認識しています。 

   本町では、第３次健康こうた２１計画の中で、プレコンセプションケアの視点を持っ

て、次世代につながる健康・妊娠・子育ての分野を新たに設けており、健康づくりをこ

の計画の中に入れまして、これを基に実践していく考えであります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 分かりました。プレコンセプションケアに関する、町のこれまでの

取組や啓発活動がありましたら教えてください。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） これまでの取組といたしまして、プレコンセプショ

ンケアに特化したものではありませんが、各世代男女関係なく、より健康で過ごせるた

めの健康づくりの取組そのものが、プレコンセプションケアの内容に関わっていると考

えております。 

   具体的には、自分の健康状態を確認するための人間ドック、特定健診や各種健康診査、

また乳がん、子宮頸がん検診や子宮頸がんワクチンの予防接種などもプレコンセプショ

ンケアに当てはまると考えております。 

   啓発活動といたしましては、２０歳を迎える方に男女ともに体や妊娠、出産に関して

正しく理解し、お互いのことを大切にしてほしいという願いを込めて、毎年、二十歳の

集いの際にリーフレットを配布しております。リーフレットには、将来のライフプラン

を考えるときに、これだけは知っていてほしい内容としまして、妊娠・出産には医学的

に適正期があることや、不妊症の原因は男女ともにあるなどの内容が掲載されておりま
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す。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 妊娠・出産・子育ての安心にはプレコンセプションケアの視点が欠

かせません。これは思春期からの健康管理やライフプラン形成、自己と他者を尊重する

姿勢を育む考えです。情報化社会の今、ＳＮＳ上には性や健康に関する誤情報が無数に

あります。若者が正しい知識を選択するためにも、この取組の重要性は一層高まってい

ます。 

   パネルで紹介しましたプレコンノートでは、心と体の健康や将来の選択について、子

どもにも分かりやすく学べる内容がまとめられています。ＷＨＯやユネスコでも、包括

的性教育を通じた正しい知識と価値観の習得を国際的に推奨しています。 

   当センターの調査では、若年層の約７割が性や妊娠について学校で十分に学べていな

いと回答しており、知識不足では望まない妊娠、性感染症、自己肯定感の低下などにつ

ながるリスクもあります。こうした課題を踏まえ、教育現場での年齢に応じた体系的な

学びの保障が重要です。 

   そこでまず初めに、小中学校における包括的性教育の実施状況についてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） 小中学校における実施状況につきましては、学習指導要領に基

づき、小学校では３、４年生と５、６年生の体育の授業で。また、中学校では１年生か

ら３年生までの各学年の保健体育の授業で学習しております。 

   なお、令和６年度の実績では、４小中学校において思春期の体の変化、妊娠、出産に

ついてのお話、妊婦体験等の実習など、愛知県助産師会等と連携した性に関する出前授

業を行っております。 

   また中学校では思春期セミナーなど、生徒だけでなく保護者などと一緒に助産師から

思春期における性に関する学習会も開催しているところでございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 包括的性教育は授業だけではなく、相談体制や地域資源の活用とも

深く関係しています。若年層が妊娠や性に関する悩みを安心して相談できる環境は心理

的な負担を軽減し、問題の早期解決にもつながります。しかし、現在、県には相談窓口

があるものの、幸田町には独自の窓口は設けられておりません。身近で信頼できる相談

体制の整備が必要と考えます。 

   若年層が妊娠や性について相談できる窓口や支援体制の現状についてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 相談窓口や支援体制の現状といたしまして、町のホ

ームページを活用し、相談先へつながるリンクを貼ることで情報提供しています。 

   相談先としましては、愛知県のホームページに開設されている、あいち性と妊娠相談

ほっとラインと、誰にも言えない妊娠でお悩みの方へ女性の健康相談、それから公益財

団法人愛知県助産師会から運営を引き継いだＮＰＯ法人で開設されている、にんしんＳ

ＯＳ愛知のホームページにて情報提供しています。 

   また、これらの相談窓口や医療機関から相談があった場合は、町の支援事業を活用し
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て支援をしています。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） プレコンセプションケアの理念を地域全体に広げるには、医療・福

祉・教育などの各分野の連携が不可欠です。個別対応は進んでいても、プレコンセプシ

ョンケアという枠組みでの包括的な連携体制は、これから構築が必要かと考えます。 

   医療・福祉・教育など、各部門間の連携体制の整備状況についてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 部門間の連携体制についてでございます。健康課に

は保健師、助産師、管理栄養士、看護師の資格を持った職員が在籍しており、庁舎内の

関係課と日頃から連携し、ケース検討会、各種会議において情報共有や課題への対応な

どを話合い、連携の推進に努めています。 

   また令和６年度に第３次健康こうた２１計画を策定し、各種事業を進めています。こ

の計画の中で、次世代につながる健康・妊娠・子育ての分野で部会を立ち上げておりま

す。部会の構成員は、保健師、保育士に学校教育課職員等や小学校から高校までの養護

教諭のほか、出産後の親子と町のパイプ役として委嘱しております、赤ちゃん訪問員で

ございます。引き続き、この部会において連携体制を整備していきます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 部会のほうが立ち上がっていることは分かりました。 

   次に、プレコンセプションケアは早い段階から自身の健康やライフプランを考え、必

要なときに必要な支援につながることを助ける取組です。厚生労働省もその重要性を認

め、母子保健法や少子化対策の中で、妊娠前からの支援が位置づけられています。しか

し、国立成育医療研究センターの調査では、プレコンセプションケアという言葉を知ら

ない若者が多く、約６割が妊娠前の健康管理の必要性を理解していないとされています。 

   こうした知識不足は、望まない妊娠や健康リスクの増加にもつながるおそれがありま

す。また、若年層が気軽に相談できる窓口や情報源が限られており、自分には関係ない

と感じてしまい、適切な支援を受け損ねるケースもあります。 

   こうした現状を踏まえ、町として、プレコンセプションケア普及に向けてどのような

課題を認識し、どのように周知、推進していくかお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） プレコンセプションケアの概念について、まだ広く

認識されていないこと。それから、若い世代に性や健康、妊娠に関する正しい知識の取

得方法や相談する場所、手段について、必ずしも知られていないことが課題であると認

識しています。若い世代が性に関する情報に関心を持つタイミングは個々により異なる

と思われますが、年齢に応じた情報発信が重要であると考えます。 

   町ホームページにおいて、こども家庭庁や国立成育医療研究センターのホームページ

で掲載されている、スマート保健相談室やプレコンセプションケアセンターのサイトを

活用し、プレコンセプションケアの概念や相談窓口の周知と普及、啓発に努めていきま

す。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 
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○６番（岩本知帆君） プレコンセプションケアと包括的性教育は互いに補完し合う関係に

あり、推進には教育現場での計画的かつ一貫した取組が不可欠です。学校の方針は、次

世代の健康認識や価値観を形成する土台となります。 

   国際的にも国内的にも推奨されるこの流れを幸田町としてどのように具体化し、進め

ていくかお伺いします。今後、プレコンセプションケアの推進と包括的性教育の実現に

向けて、どのような方針で取り組んでいくのか、学校側と町のお考えをお伺いしたいと

思います。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） 現在の実施状況につきましては先ほど御説明したところでござ

いますが、養護教諭との会議におきましては、もう少し早い段階での教育が必要との意

見も出てきております。現在の教育を維持しつつ、どのような内容の教育を、どの学年

から行っていくことが有効であるのか、学校とともに検討していきたいと考えておりま

す。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 次に、町としてはどのような考えでしょうか、教えてください。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 性や健康、妊娠に関する様々な疑問を持つ時期は人

により異なりますが、性別を問わず、適正な時期に性や健康に関する正しい知識を得る

ことが重要と考えます。 

   今年度、プレコンセプションケアの講座を開催する予定です。これには、乳幼児の健

康の保持増進について正しい知識を普及することを目的に考えております。就学前のお

子さんを持つ保護者と妊婦の方を対象に、幼少期の子どもたちに命の話や性の話をどの

ように伝えていくとよいかを学んでいただきます。既存の事業の中でもプレコンセプシ

ョンケアの概念を盛り込み、正しい知識の普及、啓発や関係部署との連携に努め、推進

していく考えであります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 少子化が加速する今こそ、妊娠・出産だけではなく、若い世代が早

い段階から自らの健康やライフプランを主体的に考えられる環境づくりが不可欠です。

プレコンセプションケアと包括的性教育は、未来の子どもたちの健やかな成長と町の持

続的な発展を支える両輪です。正しい知識、安心できる相談環境、そして、医療・福

祉・教育の連携による支援体制が整うことで、誰もが安心して未来を描ける町が実現す

ると考えます。 

   幸田町がこれらの視点を持ち、周知、相談体制、教育現場の推進を強化することで、

子どもも大人も笑顔で暮らせる地域づくりが可能です。幸田町の未来を担う全ての子ど

もたちのために、今こそ行動が求められています。積極的な推進を強く求め、最後の質

問に移ります。 

   高齢者の居場所づくりと地域の支援体制についてです。 

   高齢化が進む中で顕在化している、独居高齢者の増加や地域とのつながりについてお

伺いします。高齢者が安心して暮らせる、暮らし続けるためには、日常的な居場所や交
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流の機会の確保が欠かせません。健康維持や孤立予防、多世代のつながりを生む居場所

づくりについて、幸田町の取組状況と今後の方針をお聞きします。 

   まず、高齢者の人口推移と孤立傾向の現状把握についてです。 

   幸田町における高齢者人口の推移や独居高齢者の割合など、孤立リスクに関する現状

についてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 本町の高齢者の状況につきましては、令和７年４月１日現

在で、総人口４万１,９３７人、６５歳以上の高齢者は９,３３８人で、高齢化率は２２.

３％でございます。また、世帯状況ですが、総世帯１万７,０１２世帯に対しまして、

６５歳以上の高齢者のみの世帯、施設入所者を除きますと、３,３４０世帯となってお

ります。そのうちの独居高齢者世帯につきましては、施設入所者を除き、１,５２８世

帯となっております。総世帯数における高齢者のみ世帯は約１９.６％、独居高齢者世

帯につきましては約９.０％になります。 

   今後は、本町の高齢化人口は増加傾向で進み、令和１２年に９,８９１人、令和２２

年に１万１,５６８人、令和３２年には１万２,７０４人となり、高齢化率も３１.５％

になると推計しています。 

   また、高齢者のみ世帯につきましては具体的な推計値はございませんが、高齢化人口

の増加に合わせて増加することを見込んでおります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） これはどのようなデータを基に課題を分析されているのか教えてく

ださい。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 高齢者及び高齢者のみ世帯が増加する中、高齢者の総合相

談窓口として、令和４年度から三つの地域包括支援センターを設置しています。地域包

括支援センターでは、高齢者世帯の実態把握調査等を実施することで、高齢者が抱える

問題やニーズを直接聞き取る機会を増やし、必要なサポートを提供するための情報を収

集しています。 

   また、６５歳以上で一人暮らしの人を対象に、高齢者の独居世帯に民生委員が訪問の

上、登録を希望された方を整理した一人暮らし名簿を作成し、担当民生委員が見守りを

実施しています。 

   このような状況把握に努めておりますが、高齢者のみ世帯や独居高齢者の方が家に閉

じ籠りがちになり、社会的な孤立や健康維持に関する活動を控えられることによるフレ

イル、虚弱状況に陥ることが課題と考えています。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 町内における居場所活動の実態とその評価についてお伺いします。 

   近年、高齢者の孤立防止や健康づくり、生きがいづくりを目的に、各地で居場所づく

りやサロン活動が広がっています。これらは交流の場にとどまらず、支え合いの拠点、

介護、認知症予防の場としても重要な役割を果たしています。 

  幸田町でも町、地域団体、ボランティアなどにより様々な活動が展開されていますが、
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全体の状況や成果について、町としての把握や評価の見える化が十分とは言えないので

はないでしょうか。今後の地域福祉を考える上でも、現状と課題の整理が必要だと考え

ています。 

   町内の高齢者向けの居場所、サロン活動の実態や参加状況、成果、町としての評価に

ついてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 高齢者が集まる機会である、げんきかいやお達者体操、ふ

れあい・いきいきサロンなど、既存の集まりとともに、地域包括支援センターが実施す

る事業が自主グループ化に発展することで、高齢者の通いの場としての居場所づくり、

地域とのつながり、交流の活動の場を提供しています。 

   令和６年度に生活支援体制整備事業において、３圏域ごとに「こうた通いの場マップ」

を作成しました。このマップの作成により、町内４９か所で通いの場を確認し、各取組

を紹介させていただいております。 

   なお、それぞれの自主的な取組である通いの場に対して、町としての成果確認や活動

の評価は行っていません。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 地域住民による自主的な取組に対する幸田町の支援についてお伺い

します。 

   高齢化が進む中、孤立や生活課題への早期対応には行政施策に加え、住民主体のサロ

ン活動や見守り活動の広がりが不可欠です。これらは参加者にとっての交流や安心の場

であると同時に、地域の防災力や支え合い文化の醸成にもつながります。一方、活動の

継続には場所、運営費の確保、担い手の育成、情報共有の仕組みなど、行政の支援と伴

走が重要です。地域の実情に即した支援方針が、今後の地域福祉の質を大きく左右しま

す。 

   住民主体の活動が広がる中、幸田町としての支援内容、現在の課題、そして今後どの

ような支援の在り方をお考えなのかお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 町といたしましては、各年度において地域包括支援センタ

ーが実施する事業が自主グループ化に発展できるよう、側面的な支援を行っています。

直接的な自主グループ化への支援は各地域包括支援センターになりますが、その際のお

困り事や悩み事への対応、町内での活動事例の情報提供などを行っております。 

   また、金銭的な支援といたしましては、幸田町社会福祉協議会において、地域住民を

主体とした助け合い活動を普及し、居場所づくりを進めることで孤立防止や認知症予防、

子どもの健全育成等を図り、地域福祉を推進する地域の居場所づくり事業が令和７年度

から新たにスタートしていることを承知しています。 

   内容としましては、高齢者の居場所活動に対する団体に対して補助金を交付するもの

であります。具体的な金額としましては、基本年額の２万円に加え、前年度の参加者数

に応じた参加者数割として６,０００円から７万２,０００円を交付するもので、９万２,

０００円を限度とするものです。 
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   なお、本事業は高齢者の居場所活動だけでなく、子ども食堂を含めた子どもの居場所

活動についても適用していることを申し添えます。 

   当面は、町と地域包括支援センターにて、高齢者の居場所活動の自主化を進める中で、

金銭的な支援と社会福祉協議会が担っていく形で進めていきたいと考えております。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 先進事例を参考にした施策導入の可能性についてお伺いします。 

   他自治体では、カフェ型の居場所や移動型サロン、専門職との連携など、先進的な取

組も進められています。 

   幸田町として、そうした先進事例の情報収集や導入に向けた検討は行っていますでし

ょうか。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 居場所づくり等において、各市町村の具体的な先行事例を

参考にしているものはありませんが、現在の高齢者の通いの場にはやっているものとし

て、健康マージャンとモルックがあります。また、令和６年度に高齢者の生きがいづく

りの一環として整備した六栗ゲートボール場をはじめとしたテント付きゲートボール場

が３か所あることは本町の特徴であると考えます。 

   本町としましては、これまでの高齢者支援の取組を継続、発展することを基本方針と

し、特にフレイル予防を重視しています。外出による人との交流や運動機会の創出を通

じて、仲間づくりや地域とのつながりを促進し、健康寿命の延伸を目指していく中で、

先進的な取組の情報収集とその展開に努めてまいります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 高齢者の生活を支える公共交通についてお伺いしていきたいと思い

ます。 

   高齢者が地域で元気に暮らし続けるためには、身近に交流や運動の場があることが重

要です。幸田町では、屋内ゲートボール場や住民広場など、高齢者向けの施設が比較的

に充実しており、健康づくりや社会参加に役立っています。しかし、それらの施設も行

けることが前提であり、高齢者にとって移動手段の確保は大きな課題です。公共交通の

利便性がなければ、施設も十分には活用できません。 

   こうした背景を踏まえ、屋根付きゲートボール場の現状の活用状況について、まずお

伺いしたいと思います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 老人クラブをはじめとするゲートボール協会に加入してい

るのは１３チームで９２人が登録しています。また、町内には１７か所、１７区に２１

面のコートがあり、ゲートボール協会に所属していない老人クラブも利用されています。 

   各地区での利用状況は、週２回から毎日と様々で、１０人程度が集まって利用してい

ます。屋根付きゲートボール場は、設置されている区の老人クラブ等のほか、ゲートボ

ール協会の月例会の会場となっており、月１回、複数のチームが集まってプレーしてい

ます。 

   なお、過去の調査からは、延べ人数で年間約８,０００人が利用していることを推計



- 16 - 

しています。引き続き、高齢者の健康づくりと交流の場としての御活用いただきたいと

考えております。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） ゲートボール場はたくさんの方に利用されていただいていることが

分かりました。 

   次に、高齢者の外出を支えるためには、交通手段の確保が不可欠です。現状、幸田町

では、チョイソコこうたなどを含めた移動支援サービスの見直しが進められていると承

知しておりますが、現状では外出機会が限られる高齢者も少なくありません。居場所へ

通うにも、交通の利便性が前提となります。高齢者の外出支援や公共交通の利便性向上

は健康維持、社会参加にも直結する重要な課題です。 

   そこでお聞きします。幸田町における現在の公共交通網の状況について、利用可能な

交通手段を今後の改善方針も併せて教えてください。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君） 公共交通網の状況でございますが、本町ではＪＲ東海道本線の

相見駅、幸田駅、三ケ根駅の３駅があり、コミュニティバスのえこたんバスを運行し、

公共交通ネットワークを形成しています。このほか、デマンド型乗合送迎サービスのチ

ョイソコこうたと藤田医科大学岡崎医療センターへの行き来を担っている藤田乗合直行

タクシー、ボランティアドライバーによる坂崎コミュニティライドを導入しています。

また、民間タクシー利用時の福祉タクシー利用助成事業、在宅高齢者外出支援タクシー

利用助成も行っています。 

   えこたんバスとチョイソコこうたの運行概要ですが、えこたんバスはどなたでも利用

ができる無料の路線定期運行のコミュニティバスになります。町内全域を４ルートに分

け、１日６便で運行をしています。なお、午後３時から４時の一部の時間につきまして

は、スクールタイムとして運行をしております。 

   チョイソコこうたの運行概要につきましては、豊坂、深溝小学校区に在住の６５歳以

上の方、または障害者手帳をお持ちの方を対象に、無料で運行している区域運行のデマ

ンド型乗合送迎サービスとなります。 

   利用される方は会員登録をしていただき、利用されたい日時、来てほしい停留所、行

きたい場所を電話及びインターネットで予約し、御利用をいただく乗り物となります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） はい、分かりました。 

   チョイソコこうたについてお聞きしたいと思います。チョイソコこうたにおける利用

実績や豊坂小学校区、深溝小学校区での利用率の違いについてありましたら教えてくだ

さい。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君） チョイソコこうたの利用実績、利用率についてでありますけれ

ども、令和７年度の利用状況といたしましては、７月末現在で豊坂小学校区では２８１

人の方が会員登録され、８７７回利用されました。また、深溝小学校区では会員登録が

２０８人で８８２回利用されています。 
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   利用者数全体で比較いたしますと、それぞれの学区の方が約５割ずつ利用をされてい

ます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 次に、高齢者が実際に地域の居場所へ通う手段として、チョイソコ

こうたはどの程度機能していますでしょうか。課題も含め、町の見解をお伺いしたいと

思います。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君） チョイソコこうたにつきましては、現時点でも午前中や午後１

時、午後２時等は予約でフル稼働に近い状況にあるといえます。そのため、現状の車両

台数で対象者を拡大するのには難しい状況となっております。 

   また、チョイソコこうたの特徴でもあります乗合機能がうまく活用できていないこと

がありますので、方策等を考えていきたいと思っております。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 次に、高齢者から寄せられている移動手段に関する主な課題や要望

についてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君） 公共交通に対する要望といたしましては、チョイソコこうたの

利用範囲を町全域に拡充し、利用環境が悪化しないように台数を増加し、利用者が快適

に利用できるようにとの要望を受けております。 

   しかし、１台車両を増加するためには年間１,６００万円程度の予算を確保し、拡充

を図っていく必要がございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 今後のえこたんバス及びチョイソコこうたの再編や拡充の方針につ

いて、町の計画を教えてください。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君）令和５年度に策定いたしました幸田町地域公共交通計画では、幸

田町が目指す公共交通の将来像として、幸田駅、三ケ根駅、相見駅、ハッピネス・ヒ

ル・幸田を交通結節点として位置づけることで、公共交通同士のアクセス性を強化し、

えこたんバスを３駅や人口集積地を中心とするコンパクトなルートに再編することとい

たしました。 

   現在、チョイソコこうたを全町対象としえこたんバスを補完することで、鉄道駅や主

要施設等への移動手段の確保、藤田乗合直行タクシーは、町内にない総合病院への移動

手段の確保という役割分担を行う中で、えこたんバスのルートの再編を含め、公共交通

全体の見直し事務を進めているところでございます。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 見直しが進んでいることが分かりました。 

   次に、大草・広野地区における多世代型居場所の展望についてお伺いします。 

   町全体で高齢化が進む中、地域のつながりや相互扶助の仕組みづくりは一層重要です。

多世代が交流できる居場所は、高齢者の孤立防止や介護予防にとどまらず、子育て世代
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や若者の居場所としても機能し、多世代の支え合いや地域の活力維持にもつながります。

こうした拠点は、地域福祉の基盤となると同時に、災害や子育てとも連携し得る重要な

取組と考えます。 

   そこでお聞きします。大草・広野地区での多世代交流施設、防災や子育てとの連携も

含めた居場所構想について、町としてビジョンや計画があればお聞かせください。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 大草・広野地区では現在、高齢者生きがいセンターを同地

区へ移転する計画を進めており、令和８年４月に新たな高齢者生きがいセンターとして

開設する予定をしています。 

   当面は、高齢者生きがいセンターの移転、拡充を主とした計画を推進していく予定を

していますが、将来的には生きがいづくりを中心とした、福祉に関する総合的な交流施

設、高齢者、就労、多世代交流、ボランティア活動、地域づくり、居場所、障害者支援、

発達支援、レスパイト、防災機能等について官民連携による整備を考えていきたいと思

っております。 

   その際の具体的な計画づくりにつきましては、今年に立ち上がりました幸田学区まち

づくり研究会の意見を踏まえ、将来の事業計画につなげていきたいと考えています。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本議員。 

○６番（岩本知帆君） 高齢化は今後も確実に進みますが、その歩みを前向きにできるかど

うかは今の私たちの選択にかかっています。日々、立ち寄れる居場所、安心して移動で

きる手段、世代を超えて笑顔で集える拠点は高齢者はもちろん、子育て世代や若い世代

にとっても心の支えとなります。誰もが年齢を重ね、地域の中でつながりを感じ、自分

らしく暮らし続けられる、そんな幸田町を未来に残すために、今の現状を見つめ、地域

と行政が一体となって支え合う体制を築いていただくことを願い、私の一般質問を終わ

ります。 

○議長（廣野房男君） ６番、岩本知帆議員の質問は終わりました。 

   ここで１０分間の休憩とします。 

                             休憩 午前１０時０３分 

─────────────── 

                             再開 午前１０時１３分 

○議長（廣野房男君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

   次に、３番、野坂純子議員の質問を許します。 

   ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 議長のお許しをいただきましたので、通告順に従い質問をさせてい

ただきます。 

   本町の少子化対策及び子育て支援策の一環として実施されている不妊治療費助成制度

について、その現状と今後の方向性についてお聞きします。 

   現在、本町では一般不妊治療の人工授精を対象に、一定の条件を満たす御夫婦に対し

て助成制度を設けていると承知しております。特に治療開始時点で妻が４３歳未満であ

ることが要件となっており、この年齢制限により、助成対象外になっている町民の方も
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おられると伺っております。昨今では晩婚化・晩産化が進み、女性の社会進出やライフ

スタイルの多様化に伴って、妊娠・出産の時期も従来より遅くなる傾向が顕著です。そ

うした社会的背景を考慮すれば、本町の制度における年齢制限の妥当性について見直し

を検討する時期に来ているのではないかと感じております。 

   また、２０２２年４月から一部の不妊治療に保険が適用され、自己負担が軽減された

一方で、保険適用外の治療や保険適用回数を超えた治療に対しては依然として高額な費

用がかかるため、自治体独自の助成制度が極めて重要な役割を担っております。 

   そこで、以下の点について伺います。 

   まず、本町における不妊治療費助成制度の制度概要で対象年齢や助成対象の治療内容、

助成金額や回数等と、これまでの申請件数や実績・運用状況について御説明ください。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 不妊治療費助成制度の概要・実績・運用状況につい

てでございます。 

   不妊治療については、令和４年４月から有効性、安全性が示された治療が保険の適用

となりましたが、治療費の３割は自己負担となります。本町の不妊治療費助成は、不妊

治療を受けている御夫婦の経済的な負担を軽減することを目的に、その治療に要する費

用の一部を助成するものでございます。対象とする治療の範囲は、医療機関において受

けた一般不妊治療であり、タイミング療法や人工授精などでございます。助成金額は、

一般不妊治療にかかった自己負担額の２分の１以内で、１年度当たり上限５万円となり

ます。助成期間は、助成を開始した治療日の属する月から継続する２年間でございます。

対象者の要件は、法律上の夫婦、または事実上婚姻関係にある方であって、申請時にお

いて、いずれか一方が幸田町に住民登録があること、治療開始時の妻の年齢が４３歳未

満であること、医療機関において一般不妊治療を受けていること、健康保険に加入して

いること、これら全てに該当する方としています。 

   これまでの実績について申請件数で申し上げます。保険適用前の令和元年度５２件、

令和２年度５４件、令和３年度４６件。この３年度間での不妊治療をされた方の助成金

の平均額はお一人、約３万７,５００円でございます。 

   保険適用後につきましては、令和４年度２６件、令和５年度４０件、令和６年度４７

件で、この３年度間での助成金の平均額はお一人、約３万２,８００円でございました。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 制度の内容やこれまでの実績について、大変分かりやすく御説明い

ただき、現状を把握することができました。 

   では、助成によって妊娠につながった方の件数など、分かりましたら教えてください。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 不妊治療から妊娠につながった方の状況についてで

ございます。本町の不妊治療費の助成の申請をした方のうち、母子健康保険手帳の交付

に至った方の件数にてお答えさせていただきます。 

   令和元年度５２件中１４件、令和２年度５４件中１７件、令和３年度４６件中１４件、

令和４年度２６件中１０件、令和５年度４０件中１２件、令和６年度４７件中２２件で
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ございます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 母子手帳交付が年々増えていることが分かりました。ただ、制度上

の年齢要件によって助成対象外の状況や事例について、町としてどの程度把握している

か。また、その中で寄せられている町民の声や課題の認識があればお示しください。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 年齢制限による助成対象外の状況把握、課題につい

てでございます。本町の助成事業では、不妊治療開始時に妻の年齢が４３歳以上の場合

は対象外となりますが、今までに治療中に年齢が助成要件を超えてしまうなどの問合せ

はありませんでした。 

   先ほどの答弁で、令和４年４月から不妊治療の一部について保険が適用されるように

なったと申し上げました。保険の適用範囲は拡大され、対象となる治療法も増えました

が、治療開始時点の助成の年齢や治療内容には制限があります。不妊治療は年齢が高く

なるほど出産に至る確率は低く、流産率や合併症のリスクが上昇する、そういった医学

的な理由から、年齢制限と治療の回数制限が設けられています。 

   妊娠・出産を希望する方の中には、不妊治療や妊娠しても流産を繰り返す不妊症に悩

んでいる方がおられます。数年間にわたる治療になる場合もあることから、こうした方

への情報の提供方法や支援が課題であると考えております。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 不妊治療助成の対象は、１人目の子どもを希望する場合に限定され

ている自治体もありますが、近年では２人目、３人目以降の治療に対しても助成を認め

る自治体が増えています。 

   本町においては、２人目以降の治療も条件を満たせば助成対象となると認識していま

すが、２人目、３人目以降の助成で助成額の違いがあるのか、また、その周知方法につ

いてお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 第２子以降の一般不妊治療についても助成の対象と

しておりまして、助成金額の違いは設けておりません。同じでございます。周知につい

ては広報、ホームページ、子育て応援アプリにて実施をしております。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 近隣自治体の状況では、例えば蒲郡市では年齢制限を設けず、広く

支援を行っております。刈谷市では、助成対象の範囲を段階的に拡充をしています。こ

ういった近隣市の事例が見られます。 

   これらの状況と比較して、本町の制度の特色や相対的な改善課題など、どのように認

識をされてみえますか、お考えを伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 本町の助成制度の特色と課題についてでございます。

特色については、一般不妊治療において、保険適用外の診療も助成の対象としているこ

とでございます。診療のための検査や治療効果を確認するための検査、治療の一環とし
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て行われる検査のほか、院外処方による調剤費など、医師が認める一般不妊治療であれ

ば保険適用、適用外にかかわらず助成の対象としています。 

   近隣市では、一般不妊治療において保険適用外の治療を対象としているのは、安城市、

知立市、高浜市、みよし市、蒲郡市の５市でございます。なお、年齢制限を設けている

のは、安城市、西尾市の２市でございます。不妊治療には一般不妊治療だけでなく、生

殖補助医療の体外受精や顕微授精、さらに先進医療があります。これらの治療費につい

て助成している自治体もあります。 

   治療には段階があります。一般不妊治療から生殖補助医療である体外受精、顕微授精

の順で進んでいくケースが多いのですが、生殖補助医療につきましては年齢と治療回数

に制限があり、年齢については治療開始において、女性の年齢が４３歳未満であること、

治療回数については１子ごとに４０歳未満は６回まで、４０歳以上４３歳未満は１子ご

とに３回までとしています。 

   どの不妊治療についても、医学的には高齢になるほど妊娠率が下がり、流産率が上昇

するため、若い年齢層への不妊治療の認知度を上げることや性別を問わず、将来の妊娠

のための健康管理を促すことが課題であると認識しています。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 今後に向けて不妊治療費助成制度の改善についてですが、年齢要件

の緩和、助成対象の拡大、助成額の見直しなど、制度改善に関する検討など、見直しの

お考えを伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康保健担当参事。 

○健康保健担当参事（相川美代子君） 助成制度の改善についてでございます。不妊治療に

おいて保険制度が開始されましたが、全ての不妊治療が保険の適用になったわけではな

く、経済的な負担はやはり大きいと考えます。また不妊治療は、その方の年齢や疾病に

応じて治療方法が異なり、経済的な負担や精神的、身体的負担が重なり、治療を受ける

方が持つ悩みは様々にあると思います。 

   助成額の見直しについては、一般不妊治療、生殖補助医療や先進医療など、治療内容

が様々にある状況で必要となる費用も異なることから、その辺りの状況を調査、研究し、

子どもを授かりたいと望む方や不妊に悩む方の負担を少しでも軽減できるよう検討して

まいりたいと考えます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 不妊治療は、誰もが安心して子どもを望める社会を実現する上で、

非常に重要な支援領域です。国の保険適用が進んでいる今だからこそ、自治体自体の独

自の助成制度の在り方が、個々の家庭にとっての希望の道を左右する大きな要素になり

ます。本町としても、制度のはざまで苦しむ町民が生まれないよう、柔軟かつ共感を持

った制度運用と改善が求められていると考えます。 

   ぜひ、今後の制度の充実に向けて、前向きな御検討をお願いを申し上げ、次の質問に

移ります。 

   ヤングケアラー、ビジネスケアラーの支援についてですが、まずヤングケアラー支援

で、日常的に家族の世話や介護を行うヤングケアラーについて、昨年６月施行の改正、
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子ども・若者育成支援推進法では、国や自治体が支援すべき対象として明文化をされま

した。昨年度から全市区町村での設置が努力義務となったこども家庭センターを通じ、

当事者に確実な支援が行き届く環境整備が進められているところであります。 

   ヤングケアラーは自身を当事者として認識していない場合が多く、周囲の大人も深刻

な状況に気づきにくい実態があると思われます。そこで、国は新たな支援の取組として、

自治体ごとに役割を明確化しました。具体的には、市区町村が実態調査を行い、こども

家庭センターから学校などの関係機関を通じてケアラー自身に気づきを与え、家族の世

話を外部サービスに代替するなど、切れ目のない支援につなげています。 

   都道府県において、オンラインなどで個々の相談に応じ、状況や課題の整理、必要な

支援に向けた市区町村への働きかけ、精神的ケアなど専門的な相談支援など、実施体制

を整備、子どもや若者の複雑な心情にも十分配慮し、社会の理解を深める広報啓発に取

り組むこととしています。 

   本町でも昨年、１年前ですが、岩本議員の一般質問で、子どもらしく生活できる環境

整備について、町内のヤングケアラーの現状把握の問いに対して、今後の課題としては

ヤングケアラーの実態把握であります、ヤングケアラーである児童が安心して自分のこ

とや家族のことを話せる環境づくりが重要であり、そのためにも個人を把握できる方法

により、実態調査が必要であると認識していますと御答弁をいただいておりますが、そ

の後の状況で、町内の小中高生を対象に、家族の世話をしている子どもたちの状況を把

握するための調査方法についてはどのように実施をしていく予定なのか教えてください。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 現在、令和８年４月からのこども家庭センター設置に向

けて体制づくりを進めておるところでありまして、ヤングケアラーの状況を把握するた

めの調査につきましては、現段階ではまだ実施していない状況でございます。 

   国からは支援を必要とするヤングケアラーを早期に把握し、個別具体的な支援につな

げるため、実態調査を定期的に行うことが重要とされております。調査の必要性は認識

しているところでありますが、本調査は大変デリケートな部分に踏み込むものでありま

すので、調査の実施に当たりましては国から示されているガイドラインや先行自治体の

事例を参考に、どのような手法で、どのような調査内容がよいのか、関係機関と慎重に

調整していく必要があると考えております。 

   こども家庭センター設置後は相談窓口等の体制を整えつつ、実態調査につきましても

順次検討してまいりたいと考えます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） これまでどのようなケースで、おおよそ何人くらい対象者がいたの

でしょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 町内にヤングケアラーがどれくらいいるのかといった数

値につきましては現状では把握しておりません。 

   また、こども課が行っております要保護児童への支援におきまして、初動の段階から

ヤングケアラーとして介入したケースは今のところございません。 
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   一方で、要保護児童家庭の中には、兄弟の世話や家事の手伝いを行っている子供もい

るため、今後、過度に世話や家事等を担う状態になっていくとヤングケアラーとなる可

能性が疑われるケースもございます。そのような場合には、対象児童の年齢に応じまし

て、関係する各課や保育園、小中学校等と連携し、子育て世帯訪問支援事業や子育て応

援家事サポート事業、障害福祉サービスの利用など、対象家庭が活用できるサービスに

つなげ、家庭の負担軽減と生活環境の改善を支援しています。 

   また、近年の対応事例といたしまして、福祉課におきましてスクールソーシャルワー

カーや学校教育課、環境課、地域包括支援センターと連携し、認知症の被介護者を施設

入所につなげることでケアラーの負担を軽減するとともに、自宅の衛生面や学習スペー

ス等、生活環境を整えたケースがあったとお聞きしております。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） ここで少し他市の取組を御紹介すると、例えば、大阪府豊中市では、

ヤングケアラー専用の相談窓口の設置に加え、「ふぅのひろば」という交流の場を通じ

て、子どもたちが安心して話せる環境がつくられています。また、ヘルパー派遣や啓発

動画の活用など、支援と周知を両立させる取組が行われています。 

   また、神戸市の事例では、町内にヤングケアラー支援プロジェクトチームを設置し、

多くの職種連携による支援体制を構築しています。専門職による相談窓口の設置や支援

者向け窓口も併設し、細やかな対応が可能になっています。 

   再度、ヤングケアラーは幾つかの特有の課題に直面しています。例えば、家族の世話

に多くの時間を割くことで、休息や遊びの時間の不足によって、慢性的なストレスや疲

労がたまります。うつや不安障害、自傷行為に至るケースも報告されています。睡眠不

足や家事の偏りなど、健康への影響が蓄積されて、身体的に不調になる場合もあります。

遅刻・欠席が増え、成績低下や進学断念につながるケースもあります。家族のケアを優

先するため、希望する進路を諦めざるを得ない場合もあります。部活や遊びの時間が取

れず、孤立感を深め、友人関係の希薄化などが原因で不登校にもつながります。家族の

ことだから、誰に相談すればいいか分からないといった理由で、悩みを抱え込む傾向が

あり、相談の困難さも注意すべき点です。将来への不安や家庭内の問題が表面化しにく

く、支援制度にアクセスできないことが多いという、支援の届きにくさが考えられます。

本人や周囲がヤングケアラーという概念を知らず、支援につながらないという制度の認

知不足はとても残念な場合です。 

   そこで、昨年の御答弁の中に、こども家庭センターの開設と重層的支援体制整備事業

の実施に向けた検討を行っていただき、進んでいると思われますが、その後の状況で、

教育、福祉関係者が連携し、支援が必要な家庭に対して、現状はどのような連携をされ

ているのでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） ヤングケアラーの現状における支援につきましては、被介

護者の支援とケアを担う子どもの支援を一体的に実施する必要があるため、重層的支援

体制整備事業での対応の一つとして、町内関係部署及び外部の関係機関との協議を行う

など、情報共有、連携を図っています。各ケースに応じ、地域包括支援センターや基幹
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相談支援センター等と連携し、対象児やその世帯、関係者の状況を把握することによっ

て、支援に必要な福祉サービス、施設利用等につなげ、その家族を含めた児童等の負担

軽減に努めています。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） 支援が必要な家庭を把握した場合につきましても、関係

部署機関と連携を図りまして、適切な相談窓口へつなげたり、必要なサービスを受けら

れるよう支援を行っております。 

   また、要保護児童対策実務者会議や合同ケース会議、必要に応じましてケース検討会

議を開催し、関係部署、機関との情報共有や対応策の検討を行っておるところでござい

ます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 教育福祉関係者が連携し、重層的に支援を進めていただいているこ

とが分かりました。引き続き、現場に即したきめ細やかな対応をお願いしたいと思いま

す。 

   支援を自治体の努力義務としたことで、各地での取組も拡大しているようですが、岐

阜県各務原市ではヤングケアラーの方が抱える悩みを気軽に相談できる窓口として、Ｌ

ＩＮＥ相談窓口を開設されました。家族や学校のことで少しでも気になることがあれば

相談してみませんか、市の相談員から連絡しますよと、相談できる窓口の設置をしてい

るとのことですが、こども家庭センターができて、今後はどのように進んでいくのでし

ょうか。 

○議長（廣野房男君） 住民こども部長。 

○住民こども部長（三浦正義君） ヤングケアラーである子どもたちが抱える悩みにつきま

しては、今後、こども家庭センターが相談窓口となりまして、子どもたちの話を丁寧に

聞き、情報を収集し、関係機関と連携しながら対応していくことになると考えておりま

す。 

   また、子どもたちが相談しやすい、そういった窓口とするため、ＬＩＮＥ等ＳＮＳの

活用につきましても今後検討してまいりたいと思います。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 国の２０２４年度予算でも、ヤングケアラー支援として相談体制の

強化が盛り込まれました。しかし、依然として地域による支援のばらつきもあるのも事

実です。ヤングケアラーへの支援を広げていくことは、みんながちょっとずつ気にかけ

合い、安心して暮らせるまちにつながっていくと思います。誰かのそばにそっと寄り添

える、そんな優しいまちをつくっていくために、今できることから少しずつ取り組んで

いただけたらと考えています。 

   次に、ビジネスケアラーの支援についてお伺いいたしますが、働きながら家族の介護

を行うというビジネスケアラーですが、今年は団塊の世代全員が７５歳以上の後期高齢

者になるなど、今後さらに増えることが見込まれます。経済産業省では、超高齢社会の

日本において、仕事をしながら家族の介護に従事する、いわゆるビジネスケアラーの数

はピークを迎える２０３０年時点で約３１８万人になると推計されており、労働力人口
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の減少などに直面する我が国では、極めて重要な課題となります。また、介護発生によ

る労働者の生産性低下などが日本全体に与える経済的損失額は２０３０年時点で約９兆

円と推計されており、政府としても喫緊の対応が必要となっています。家族の介護は多

くの人にとって起こり得る可能性があることであります。 

   以前、町民の方から御相談を受けたのですが、息子さんが県外の遠方に住んでおり、

高齢のお父さんが幸田町で一人で暮らしています。最近、お父さんの様子に変化が見ら

れ、物忘れがひどく、家に戻れないときもあるようになりました。しかし、まだ介護保

険の認定は受けておらず、正式な支援体制は整っていません。息子さんは県外の遠方な

ので、仕事の都合で頻繁に幸田町へ帰ることができません。お父さんの安全や今後の生

活が心配で、仕事を辞めて介護に専念すべきかと悩んでいました。どこに相談すればよ

いのか、どのような支援が受けられるのかも分からず、不安を抱えたまま時間が過ぎて

しまいました。まさにビジネスケアラーですが、そのとき幸田町の包括支援センターに

相談をさせてもらい、いろいろと助けていただき、何とかお仕事は続けられています。

誰にとっても起こり得ることですが、幸田町職員向けの介護休暇制度の場合でお聞きし

ますが、幸田町職員向けの介護休暇制度は整っているのでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 介護に関する制度といたしましては、主に介護休暇、介護時間、

短期介護休暇の３種類がございます。これらは全て国の制度に準じておるところでござ

います。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 要介護状態の家族を介護する必要がある職員はどのくらいいるので

しょうか。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 今現在は、介護に関する休暇の制度を利用して家族を介護して

おる職員はいないというところでございます。しかしながら、過去にはこの制度を利用

した実績はございます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 対象となる家族をお聞きします。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、孫、兄弟姉

妹など、いわゆる２親等以内に当たる家族は同居、別居にかかわらず対象になります。

そのほか、同居している家族についても対象になる場合がございます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 取得可能期間や１日単位や時間単位での取得も可能でしょうか。ま

た、給与の取扱いも含めてお聞きいたします。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 取得可能期間につきましては、介護時間については３０分単位

で１日最大２時間。介護休暇、短期介護休暇については１日または１時間単位での取得

が可能となっております。 
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   給与の扱いにつきましては、介護休暇と介護時間につきましては無給になっておりま

す。特別休暇の一つであります短期介護休暇については有休ということでございます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 介護休暇は取りづらかったりする場合もありますが、取りやすくす

る工夫をどのようにお考えでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 仕事と介護の両立支援に関する冊子を作成し、４０歳に達する

職員に対して介護に関する制度の周知をしていきます。また、家族の介護を必要とする

状況に至った職員に対しましては、介護に関する制度の利用の有無についての意向確認

を行っていきます。また、介護に関する制度の請求に当たっては、その職員が不利益な

取扱いを受けることがないよう配慮をしていくところでございます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 高齢化が進む現代社会において、家族の介護は誰にとっても身近な

課題となりつつあります。そんな中、介護休暇制度の整備に積極的に取り組む自治体の

姿勢は、まさに地域社会の未来を見据えた温かな配慮と思います。介護を必要とする家

族を支えるためには、時間的、精神的な余裕が不可欠です。自治体が制度として介護休

暇を認め、取得しやすい環境を整えることで、働く人々は安心して家族のケアに向き合

うことができます。これは単なる福利厚生の充実にとどまらず、人を大切にする社会の

現実に向けた大きな一歩です。 

   また、こうした制度は介護を理由に離職せざるを得ない状況を防ぎ、地域の労働力を

守るという意味でも重要です。働きながら介護を続けられる仕組みがあることで、個人

の生活の質が保たれ、地域全体の活力にもつながります。 

   介護休暇制度を真剣に考え、実際に形にしていく自治体の姿勢は、住民一人一人の人

生に寄り添う誠実な姿勢の表れです。こうした取組が広がっていくことを心から願うと

ともに、既に実践している自治体には深い敬意を表したいと思います。 

   それで、次の質問に移ります。自転車の交通安全指導強化についてお聞きします。 

   令和６年１１月１日より改正道路交通法が実施され、自転車の走行中における携帯電

話の使用、いわゆるながら運転及び酒気帯び運転に対する罰則が強化されることとなり

ました。これは自転車事故の防止を目的とした重要な法改正であり、自転車利用者に対

するルールの周知、啓発の必要性がより一層高まっていると認識しております。ながら

運転とは、運転中にスマートフォンで通話をしたり画面を注視しながら走行する行為を

指し、これまでの罰則は５万円以下の罰金でしたが、今回の法改正により、６か月以下

の懲役または１０万円以下の罰金に引き上げられました。 

   さらに、事故などを引き起こした場合には、１年以下の懲役または３０万円以下の罰

金と非常に重い処罰が科されることとなります。加えて、１４歳以上で違反を繰り返し

た場合には交通違反講習の受講が義務づけられ、２０２６年５月までには１６歳以上対

象で、自転車の交通違反に対する青切符制度（反則金制度）も導入される予定です。 

   特に自転車事故をながらスマホで起こすケースは１０代の若者が最も多く、続いて２

０代、３０代と若年層に偏っている現状がございます。 



- 27 - 

   そこでお尋ねします。本町において、この法改正の自転車の走行中のながら運転など

罰則強化を含め、周知、啓発活動はどのようにしていくのでしょうか。具体的に罰則強

化に関する周知用チラシやポスターの作成、配布といった取組の考えをお聞かせくださ

い。 

○議長（廣野房男君） 危機管理監。 

○危機管理監（長谷優一郎君） 令和８年４月施行予定の道路交通法の改正につきましては、

現状、違反内容や反則金等の詳細について公表はまだされておりません。詳細が公表さ

れましたら、町のホームページや広報こうたなどで周知を行う予定であります。 

   また、警察等が作成するチラシ等を活用し、幸田高校への配布や各駅の駐輪場へのチ

ラシの掲示などにより、啓発を行う予定でございます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 若年層への事故防止対策として、児童生徒に対しての交通ルールの

教育や啓発は学校現場でどのように行っておられるのか、現状をお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） 毎年、各小学校におきまして交通安全教室を実施しております。

防災安全課に依頼をさせていただき、岡崎警察署、交通指導員、町の職員の方々に教室

を開催していただいております。今後につきましても引き続き実施していく予定でござ

いますが、令和７年度におきましては歩行訓練、自転車訓練や交通安全の講話などを行

っております。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 児童・生徒をはじめ、全ての住民が自転車も車の仲間であるという

意識をしっかり持てるよう、ルールの周知を一層強化していただきたいと思います。過

去には、高校生の運転する自転車と散歩中の高齢者が衝突し、高齢者が亡くなるという

痛ましい事故が発生しております。日常の中でも、町中でスマートフォンを操作しなが

ら運転する姿を見かけることもあります。自転車は誰でも気軽に乗ることができる交通

手段である一方で、道路交通法では軽車両、車の一種として明確に位置づけられており

ます。 

   そこで、高齢者に対しても事故防止対策としての啓発はどのように行っておられるの

でしょうか。 

○議長（廣野房男君） 危機管理監。 

○危機管理監（長谷優一郎君） 高齢者に対しての事故防止対策、交通安全に関する啓発活

動としましては、岡崎警察署と連携し、老人福祉センターで定期的に交通講話を実施し

ております。今後も本事業を継続して行う予定でありますので、法改正等があれば、講

話の中で周知してまいります。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） さらに本町には外国籍の住民も多く暮らしており、自転車を移動手

段として利用している姿もよく見受けられます。言語や文化の違いがある中で、外国の

方に対しての交通ルールの周知はどのように行っているのか併せてお聞きしたいのです

が、本町では外国籍の方も多く生活されており、仕事や生活のために自転車を利用する
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場面が多く見受けられます。外国人住民に対して交通ルール、特にながら運転や酒気帯

び運転の危険性、罰則について、どのように周知をされているのでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君） 過去において、交通安全の周知は特に行っておりませんでした

が、今回大きく法律が改正されますので、幸田町国際交流協会が開催されている日本語

サロンなどの外国籍の方が多く集まる場所を利用し、情報提供を行いたいと考えており

ます。 

   また、あわせて、外国籍の方を雇用されている企業へ情報提供をしてまいりたいと思

います。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 多言語によるパンフレットや案内資料の作成とか配布の考えもお伺

いします。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君） 町独自で作成する予定はございませんが、警察や県等が作成し

ている配布用チラシで外国籍の方向けのものがあれば、活用していきたいと考えており

ます。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） また、外国人が集まる場で、技能実習生の職場とか地域の日本語教

室、地域行事などでの周知活動は行われているのでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 企画部長。 

○企画部長（内田 守君） 外国籍の方が集まる場で交通安全に関する周知を行ったことは

ございませんが、防災に関する情報提供やごみの出し方などの説明は各所管課に実施し

ていただいたことがありますので、交通安全に対しても国際交流協会、防災安全課へ相

談する中で、対応方法を考えてまいりたいと思います。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂議員。 

○３番（野坂純子君） 御答弁を伺い、これまで交通安全に関しては十分な周知がなされて

いなかったという現状を率直に示していただいたこと。また、今後は国際交流協会や企

業などを通じて、外国籍住民の方々へ情報提供を検討されているとの方向性を示された

ことを大変心強く感じました。一方で、防災やごみ出しのルールと同様に、交通安全も

生活に直結する大切な分野でありますので、ぜひ、関係課と連携し、外国籍の方が日常

的に集まる場を活用した周知を積極的に進めていただけたらと思います。 

   交通安全は全ての町民に共通のテーマであり、文化や言語にかかわらず、誰もが理解

しやすくなるような取組が重要であると考えます。自転車は手軽で便利な移動手段であ

りながら、特に重大な事故を引き起こすこともあります。特に若者や外国人住民に向け

た啓発活動の徹底は、事故防止の観点から極めて重要です。本町として、地域全体で安

全意識を高めていく体制づくりに引き続き御尽力いただけますようお願いし、私の一般

質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（廣野房男君） ３番、野坂純子議員の質問は終わりました。 

   ここで１０分間の休憩とします。 
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                             休憩 午前１０時５８分 

─────────────── 

                             再開 午前１１時０８分 

○議長（廣野房男君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

   次に、１５番、都築幸夫議員の質問を許します。 

   １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） それでは、議長のお許しを得ましたので、通告に従いまして質問さ

せていただきます。 

   役場周辺の３ため池の防災対策を問うというテーマで質問いたします。 

   パネル１を御覧ください。幸田町中心部の幸田町役場の周りには保健センター、中央

公園、中央公民館、幸田中学校など公共施設が集まっています。こういった公共施設な

どの間に三つのため池が連なって存在しております。幸田中学校のすぐ上に新堤池、そ

の下のかぎ堤池、そしてさらにその下の役場横の大山池であります。以後、この三つの

ため池を３ため池と呼びます。 

   これら３ため池は市街化区域内にありまして、南海トラフのような大地震や線状降水

帯による大雨で堤防が決壊いたしますと、この役場周辺の公共施設や下流域の住宅で大

変な被害が想定されます。 

   ３ため池は防災重点ため池であることから、昨年９月議会で私はこの３ため池の防災

対策の必要性について一般質問をしました。最近になりまして、この３ため池の受益地

が市街化区域内にあるという理由で、３ため池の防災対策に国の助成が得られないとい

うことが判明いたしました。３ため池は市街化区域内にありますので、ため池の下流域

には住民が多く住んでいます。災害対策が必要なため池であります。住民の命と財産を

守るために、３ため池の防災対策について質問してまいります。 

   最初の質問であります。浸水区域に家屋や公共施設などが存在して、人的被害を与え

るおそれのあるため池を防災重点ため池といいますが、本町の防災重点ため池の耐震化

と耐豪雨化の取組についてお伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 町内には農業用ため池が５５池ございまして、うち防災重

点農業用ため池が４６池となっております。その４６池のうち、かぎ堤池をはじめ、耐

震性が不足するため池が２１池あります。豪雨時には多くのため池が能力不足となって

おります。 

   そこで、平成２９年度から順次、県営事業により改修を進めておるところであります。

現在、４６池のうち１３池に着手をしておりまして、うち８池が完了をしている状況で

あります。 

   なお、今後も引き続き愛知県に対しまして改修を要望していく所存であります。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 分かりました。今、改修をどんどん進めていっておるということで

ございます。 

   町内の防災重点ため池、４６池あるうちですね、遠望峰山の麓に不動ヶ池というため
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池がありますが、これは貯水量が２１万７,９００立方メートルで、大変大きな農業用

ため池でございます。今回取り上げた、この３ため池の水源にもなっているため池でご

ざいます。 

   令和７年３月末現在、最新であります今年の３月ですけども、愛知県ため池データベ

ースを見ますと、不動ヶ池は劣化対策と豪雨対策が必要ということになっております。

幸田町のホームページにあります、ため池ハザードマップを見ますと、もしも不動ヶ池

が決壊いたしますと、荻区、芦谷区、横落区、岩堀区のこの広い範囲にわたって大変な

被害が発生するということが想定されます。早急に改修が必要かと思われますが、不動

ヶ池の劣化対策、豪雨対策の内容と今後の改修計画について、どのようになっているの

かお伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 不動ヶ池の劣化状況評価といたしましては、致命的な損傷

ではない陥没などの堤体の変状、それから堤体等からの堤体下流斜面の水のにじみなど

による漏水、さらには洪水吐の目地などの変状や斜樋の境界部分の変状等が確認をされ

ております。したがいまして現在、経過観察などを行っている状況であります。 

   なお、豪雨対策といたしましては三つの指標がございまして、まず一つ目としまして

は、２００年確率洪水流量、これは確率的に２００年に１回起こると推定される流量で

あります。 

   次に二つ目としましては、観測または洪水痕跡などから推定される既往最大洪水流量。 

   最後、三つ目としましては、気象・水象条件の類似する近傍流域におけます水象また

は気象の観測結果から推定される最大洪水流量、以上、三つの中で最も大きい流量の２

０％の余裕を見込んだ流量が既設洪水吐水施設で、排水可能であるかどうかを確認した

ものとなっております。その結果、現在の洪水吐の排水能力では能力が不足が確認され

たものとなっております。 

   現在のところ、不動ヶ池の劣化対策、豪雨対策についての詳細調査や設計等は行って

おりませんので、改修内容はまだ決まっていないわけであります。したがいまして、早

急に改修整備がなされるよう、愛知県等関係機関と調整してまいりたいと思います。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 早急に改修、整備されるように県に働きかけていただくようにお願

いいたします。 

   私、昨年９月議会で先ほど申しましたけども、３ため池の防災対策の必要性を訴え、

一般質問をいたしました。そのときの環境経済部長の答弁でありますが、かぎ堤につい

ては耐震性が不足している結果となっており、越水の実績もあることなどから、新耐震

洪水被害防止対策の事業を令和９年度に事業採択していけるように、農林水産事務所と

調整を図っているところであるという回答をいただきました。 

   ３ため池の耐震化、耐豪雨化について、令和９年度事業採択に向けてのその後の進捗

状況をお伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 令和６年度に３ため池を対象に町単独事業におきまして、
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ため池の受益地や集水域の確認、洪水吐の調査などの基礎調査を実施をしております。

調査結果としましては、３池の洪水吐施設の排水能力は確率的に２００年に１回起こる

と推定される流量、いわゆる２００年確率洪水流量ではいずれも不足をしておりました。

また、３ため池の下流水路の排水能力につきましても、確率的に１００年に１回起こる

と推定される流量、いわゆる１００年確率洪水流量では不足していることが判明をして

おります。 

   そこで、調査結果を基に愛知県と調査をした結果、県営事業としての事業採択要件の

一つである、ため池の受益地、こちらは用水を使う農地でありますが、この受益地が農 

振農用地であることが満たせないことにより、令和９年度の県営事業として耐震化及び

耐豪雨化は事業採択できない状況であるということでございました。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 分かりました。今言われた調査結果の内容を確認いたしますと、２

００年確率洪水流量はいずれも不足しているということで、１００年確率洪水流量は３

ため池は下流水路の排水能力が不足しているということ。それと、受益地が農振農用地

にないという理由で耐震化、耐豪雨化の事業採択ができないという、この二点でありま

す。 

   しかし、住民を守るためには、ため池の防災対策をしなくてはなりません。パネル２

を御覧ください。一昨年６月の台風２号に伴う線状降水帯による、これは１００年確率

洪水水量相当の豪雨でございましたけども、この豪雨では二つ目のかぎ堤池から中央公

園に越水しまして、すぐ下の中央公民館の駐車場に滝のように大量に水が流れ落ちまし

た。そして、駐車場からあふれた水は、その下の菱池交差点に流れ込みました。 

   菱池交差点やその前の住宅など、被害はあったのでしょうか。その辺をお伺いいたし

ます。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 昨年の９月の一般質問でも触れておるわけでありますが、

令和５年６月２日の豪雨におきまして、かぎ堤池の越水に伴う被害については、本町が

把握する範囲では住民被害はなかったと認識をしております。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 本町の把握では、住民被害がなかったということであります。 

   ３ため池は過去の大雨でも、このかぎ堤池だけが越水しております。かぎ堤池には隣

の幸田中学校の運動場に降った雨水がこのかぎ堤池に排出されるということと、それか

ら中央公園に降った雨水も、ある領域の水がこのかぎ堤池に排出されます。短時間に大

量の雨が降りますと、かぎ堤池にはこうした周りからの水が入ってきますので増水し、

越水することになります。 

   かぎ堤池の豪雨時の越水対策をどのように進めるのか、お伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） かぎ堤池につきましては、耐震性が不足している結果とな

っております。また越水の実績もあることなどから、令和６年度に３池を対象に町単独

事業におきまして、ため池の受益地や集水区域の確認、洪水吐の調査など、基礎調査を
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実施をしております。 

   調査の結果、先ほど申しましたとおり、三つのため池の下流水路の排水能力について、

１００年確率洪水流量では不足していることが判明をしております。 

   一方で、５年確率相当の降雨には耐えられる状況でありました。そこで、既存の排水

ルート以外の排水方法はないか、検討していきたいと考えております。 

   また、一案ではあるんですが、かぎ堤池の上流側に当たる新堤池に切りかけを設置し

まして水位を事前に下げておき、降雨時に貯留できるような対策ができないかも管理者

と協議していきたいと考えております。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 今、部長言われた低水管理ですと、この４月から１０月にかけての

受益期間中は水田に水が要るということで、受益者に不都合が生ずるということと、そ

れと、このパネル１で見ていただいたように、三つのため池がこれヒューム管で実はつ

ながっているわけであります。したがいまして、このため池の水の管理というのが、管

理しようとすると大変難しくなってまいります。 

   そこで、この３ため池のかぎ堤の豪雨時の越水対策を考えてみます。もう一度、パネ

ル２を御覧ください。一昨年６月２日のこれは１００年確率洪水流量の大雨でありまし

たけども、この二つ目のかぎ堤池から越水して、すぐ下の中央公園の駐車場に滝のよう

に水が流れ落ちたということで、パネル２の写真２を御覧いただくと、駐車場に車が止

まっておるんですが、前輪ホイールの一部まで水没しておるわけであります。これから

見ると、駐車場は水深大体１５センチほど水が浸かっているというふうに読み取れます。

そして、駐車場からあふれ出た水は、その下の菱池交差点に流れ出たわけであります。 

   先ほどの報告では、菱池交差点前では住民被害はなかったという報告でありました。

これはどういうことかということを整理してみますと、かぎ堤池から越水した水は駐車

場に滝のように大量に流れ落ちて、公民館の駐車場は１５センチほど浸水したと、菱池

交差点に流れ出したわけですけども、このときに駐車場が調整池として機能して排水が

抑制されたことによって、水が一気に菱池交差点に流れ出さなかったということで、菱

池交差点周辺地域の災害の発生を防ぐことができたんだと私は考えております。 

   こういった事実から、１００年確率洪水流量、一昨年の６月２日ですね、こういった

ような大雨時に発生するかぎ堤池越水による防災対策として、中央公民館駐車場の大雨

時の調整池としての機能を積極的に活用するのはどうでしょうかという提案でございま

す。その場合に、こういった事実があったことを駐車場利用者、そして地域住民に周知

して安心感を持ってもらうことが重要かと考えます。駐車場利用者などにこういったこ

とを周知するよう、看板などの設置をしたらどうでしょうか。以上、提案いたしますが、

町の考えについてお伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 御指摘の駐車場を調整池として活用する件につきましては、

豪雨時の排水対策の一手法として効果が期待できるものと認識はしております。 

   しかしながら、技術面におきまして、駐車場の大規模な掘削や改修が必要となること

や、財政面におきましても施設整備には多額の費用を要すること。また、維持管理費用
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が継続的に必要となるなど、現時点では中央公民館駐車場に調整池を整備するというハ

ード整備は困難であると考えております。 

   一方でソフト的な対策としましては、令和５年６月２日の豪雨時におきまして、中央

公民館駐車場の現況地盤面や排水先の状況等により、結果的に調整池のような機能があ

ることも実証されている状況であります。 

   したがいまして、豪雨時には一定の浸水が発生する可能性があることを前提としまし

て、駐車場利用者などへの周知を行うこととした上で、調整池としての運用も考えられ

ます。豪雨時には一定の浸水が発生し、冠水する可能性がある旨の注意喚起看板などの

設置をはじめ、ため池の管理者である土地改良区とソフト対策を検討していきたいと考

えております。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 豪雨時の中央公民館駐車場の調整池としての運用、そして注意喚起

看板などの設置など、ソフト対策の検討をよろしくお願いいたします。 

   幸田町全体の視点からの質問となりますけども、岡崎市では雨水流出抑制のため、排

水調整施設設置基準が定められてまして、駐車場や広場などを貯留施設として活用する

制度がございます。大型スーパーや工場などの民間施設の駐車場で利用されています。

パネル３を御覧ください。岡崎市福岡町の大型スーパーの駐車場の事例であります。ふ

だんは駐車場ですが、大雨時には排水調整池になります。大雨が降った場合に、広い駐

車場に水深１０センチほどまで水が浸かりまして、徐々に排水する調整池となるように

設計されています。隣接する県道衣浦・岡崎線が冠水しないように、また近くを流れる

砂川が急激に増水しないように働きます。こういったことが駐車場利用者に分かるよう

に、駐車場内の複数箇所に立て看板が設置されております。 

   近年、幸田町では都市化の進行に伴いまして、線状降水帯などによる大雨によって河

川の増水や道路の冠水による被害が発生しております。こういった状況から、幸田町で

も岡崎市を参考にしながら、駐車場や広場などの雨水流出を抑制する制度を進めたらど

うでしょうか。これについてお伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 岡崎市では一定規模以上の開発に際し、周辺住民への説明義務

を課す条例を定めており、その目的を果たすための一つの要件としまして、水田が転用

されることなどにより雨水排水量が増加する場合には、排水施設の設置を指導できると

いう内容になってございます。また、そもそも論ではございますが、開発行為の許可権

者につきましては、岡崎市は市が許可権者であるため、いろいろな判断基準を市条例で

整備されておられます。 

   一方、幸田町につきましては許可権者が愛知県でありますので、県の基準に従う必要

がございます。したがいまして、幸田町といたしましては今後も引き続き、県基準に基

づいた指導を継続してまいります。なお、排水施設に関しましては、岡崎市基準のほう

がより小さい規模の開発であっても一定の施設の設置を求められているところではあり

ますが、県基準においても、一定規模の開発には調整池の設置が求められており、幸田

町といたしましても当然その基準に沿った対応をしているところでございます。 
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○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 幸田町では、岡崎市のような雨水流出抑制のための制度は難しいと

いう、理解いたしました。 

   次に、３ため池の耐震化についてお伺いいたします。 

   ３ため池は浸水区域に家屋や公共施設などがあり、人的被害を与えるおそれのあるた

め池で、耐震化が必要なため池であります。現在のところ、この３ため池のうち、かぎ

堤だけが耐震化を満足しておりません。 

   今後、どう進めるのか考えをお伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 調査結果を基に愛知県と調整した結果、県営事業としての

事業採択の要件の一つである、ため池の受益地、いわゆる用水を使う農地が農振農用地

であることが満たせないことによりまして、県営事業として耐震化及び豪雨対策が令和

９年度の事業に採択されていない状況であります。 

   したがいまして、常時水位を下げておく低水管理や、豪雨時にため池が満水とならな

いような構造対策などを検討していきたいと考えております。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 分かりました。先ほど申しましたように、ため池がつながってると

いうこともあって非常に管理が難しいということもありますけども、その辺も考慮して

進めていきたいと思います。 

   今後ですけども、市街化区域内にある防災重点ため池は住民の安全安心を考えますと、

受益がなくなれば廃池すべきと考えます。１０年先、２０年先か分かりませんけども、

将来、受益がなくなった時点で廃池を進めていただくようにお願いしたいと思います。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 議員の言われますとおり、ため池の受益がなくなりまして

廃池という方針となりましたら、愛知県はじめ関係機関と協議し、最良な方向性を考え

ていきたいと思っております。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） よろしくお願いいたします。 

   次の質問ですが、３ため池の上流域で荻谷区画整理事業が令和７年度に事業開始し、

令和１５年度に完了という計画で進められるというふうに聞いております。 

   荻谷区画整理事業が完成しますと、それまで荻区の区画整理予定地内を通って、この

３ため池、下流の３ため池に水が入ってきたわけでありますが、その水の流れはどうな

るのか、お伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 荻谷地区の土地区画整理事業では、地区外の雨水は従来どおり

地区外に流すため、区画整理区域内の道路の下にバイパス管を設けます。 

   地区内に降った雨水につきましては、地区内に新設をする調整池に一旦集め、時間調

整を行った後に下流へ流す計画となってございます。 

   また、土地改良関係の資料から、この３ため池の上流の流域面積は約４７.５ヘクタ
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ールと聞いております。その流域内に荻谷地区の土地区画整理事業の区域１４.８ヘク

タールが全て含まれていることから、４７.５ヘクタールの上流区域内の１４.８ヘクタ

ール分が減少することとなりますので、その分の雨水量も減少することとなります。 

   なお、１４.８ヘクタール分につきましては、区画整理区域内の調整池に集めた後は

前田川に直接排出する計画となってございます。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 分かりました。区画整理事業が完成しますと、区画整理内に降った

雨水は、区画整理内の調整池のほうに流れるので、３ため池に入る水はその分だけ減る

ということで理解いたしました。 

   区画整理地区内に降った雨水は調整池に集められた後、前田川に排出されるというこ

とであります。荻区の区画整理の面積は今話がありましたが１４.８ヘクタールという

大きいので、この大変大きな大量の、大きな水の量になると思います。調整池に入った

雨水の排出がうまくできないと、前田川の水位が上昇してしまいます。最近の前田川で

すが、大雨が降ると水位がかなり上昇いたします。一昨年の令和５年６月２日の１００

年確率洪水流量の豪雨のときは、広田川合流点近くのＪＲの鉄橋や芦谷・高力線にかか

る橋の欄干にほぼ接触するまで水位が上昇しております。前田川の西側は堤防に隣接し

た低い位置に多くの住宅がありまして、堤防が越水しますと、すぐに災害に結びつきま

す。 

   荻谷区画整理内の雨水は、区画整理内の調整池に入り、放出量を調整しながら前田川

に流れ込みますが、１００年確率洪水流量、２００年確率洪水流量の雨が降りますと、

雨水が調整しきれずに前田川が氾濫してしまうじゃないかなというような心配があるん

ですが、この辺どうでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 土地区画整理事業では水田の転用により、失われる雨水調整機

能の代わりとなる調整池の設置が必要となってございます。県の土地区画整理事業にお

ける調整池設置指導基準において、二つの要件を満たす容量の調整池の設置が求められ

ております。少し専門的な内容になって恐縮でございますが、一つは確率降雨強度に係

る設計方法といたしまして、３０年に一度の降雨に対し、転用前と同等の流出量に調整

できる容量とすること。もう一つは同じく、３年に一度の降雨に対し、下流河川の現状

流下能力に見合う容量とすることであります。 

   こうした要件を満たすように設計をする当該地区の調整池でありますけども、下流側

の氾濫の心配については二つ目の要件を満たすための設計をする中で、下流側河川で最

も負担がかかる地点は前田川の区間ではなく、前田川の合流先である広田川の菱池遊水

地よりさらに下流の地点であるということが分かっており、当然そのいわゆる河川下流

のネック点においても流下能力を確保した計画となってございます。 

   議員の言われる、いわゆる１００年一、２００年一の計画降水量ではとの御質問に至

る思いといたしましては、近年のような異常降雨でも前田川は大丈夫かと、そういった

ことかと御推察をいたします。 

   これにつきましては、区画整理云々ではなく、いかに前田川の水を広田川へ流入させ
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るか。いかに広田川の水を下流へ流すかにかかっております。そのために現在、愛知県

において広田川の河道拡幅や菱池遊水地の整備を令和８年度の完成を目指し、岡崎市や

西尾市への効果も及ぶ広域的な治水対策として進めているところでございます。 

   事業はこれまで順調に進んでいると承知をしておりますけども、幸田町にとっても広

田川とその支流、支線の流域にある住宅地の排水性能の向上を期待する重要な事業でも

ありますので、引き続き事業推進に向けた県要望を継続するなど、計画どおりの完成に

向けて、しっかりと働きかけていきたいと考えております。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築議員。 

○15番（都築幸夫君） 広田川の河道拡幅、そして菱池遊水地の整備によって、前田川の流

れを改善することによって対策していくということで理解いたしました。 

   最近は地球温暖化のせいだと思いますけども、線状降水帯などによる大雨被害が全国

各地で頻繁に発生しております。今年の７月、８月でも、九州や関東、北陸、それから

東北の各所で１時間１００ミリの、そういったレベルの大雨が降っております。大雨の

量も大雨が降る頻度も年々厳しい方向にレベルアップしております。 

   幸田町の過去の大雨による水害を見てみますと、平成１２年、東海豪雨では最大雨量

７３ミリで、これは１００年確率洪水流量の相当でございます。 

   次の大雨の被害が、８年後の平成２０年８月豪雨で、最大雨量１１６ミリ、総雨量４

０４ミリで、これは２００年確率洪水流量であります。そして、その次が１５年後、こ

れが一昨年の令和５年６月豪雨でございまして、最大雨量が５１.５ミリ、総雨量３２

０ミリということで、これは１００年確率洪水流量であります。 

   以上から、この２５年間で１００年確率洪水流量以上の豪雨が３回、幸田町にやって

きております。１００年に１回じゃなくて、２００年に１回っていうんじゃなくて、か

なり頻繁にこういったレベルの現在は豪雨がやってきております。 

   荻谷区画整理事業は、今説明がありましたけども、３０年確率洪水流量で設計されて

いますけども、広田川の河道拡幅や菱池遊水地頼みで本当に大丈夫なんでしょうか。近

年、幸田町では今説明しましたように、１００年確率洪水流量レベルの豪雨が大体１０

年に１回、今やってきてることを考えますと、この荻谷区画整理事業、本当に大丈夫か

なということで、１００年確率水量レベルまで含めた対応が、その辺まで対応して確認

していく必要があるんじゃないかなというふうに思うわけですが、この辺のことをしっ

かり検討していただいて、前田川が氾濫しないように、３ため池、そして荻谷区画整理

地区の豪雨対策をしっかりと進めていただくようにお願いしまして、私の質問を終わり

たいと思います。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 議員言われる確率降雨量ですね、こういったものを基に施設の

整備、計画の策定に係る議論をする場合には、どうしても数字上の包括的な理想論と

様々な要因からなる個別の現実論との壁をどう考えるかというお話になります。理想論

を追求した場合、そういった施設計画となれば、万事に安心となるかもしれませんが、

その数字もまた今現在の想定であります。未来永劫に絶対大丈夫とは言い切れないもの

でございます。 
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   具体的に荻谷地区の土地区画整理事業を考えた場合、事業面積は前田川に流入する区

域全体から見ても比較的小さな範囲であり、もし想定最大で計画した施設を整備をしよ

うとした場合には、膨大な建設用地の確保や莫大な建設費用の投資が必要となるなど、

様々な大きな現実的課題が発生してまいります。 

   そのような中、土地区画整理事業、特に当該地区のように組合施行による区画整理事

業につきましては、事業費の８割から９割ほどを地権者の方たちが御自身の土地を減歩、

面積を減らして資金を賄うこととなり、そのような事情からも県の示す基準を超えるよ

うな調整池の整備については、現実的には非常に高いハードルとなります。 

   今回、議員が着目をされた３ため池、そして荻谷地区の土地区画整理事業、さらには

国道２４８号の東側で計画をされております土地改良事業となります圃場整備事業につ

きましては、いずれも前田川が排水先となります。そのため、先ほどの答弁と重複する

部分がございますが、前田川の上流部に当たるそれぞれの事業において、基準や指導に

基づく設計計画、設備の整備等を確実に実施し、下流部においては前田川の合流先であ

る広田川の河道の拡幅及び菱池遊水地の整備により、前田川の水位の上昇を抑制する、

さらには前田川の水位を下げるといったことにつながる事業を早急に進めていくことが

最も重要であると考えております。 

   令和８年度の完成を目指して鋭意進められております菱池遊水地の整備と、同地点ま

での広田川の改修につきましては、地域の最重要治水事業として位置づけ、事業を確実

に推進しながら、さらに遊水地まで整備された後の広田川につきましては、企業団地や

ＪＲ幸田駅の西口などがある河川上流に向かって、引き続き改修事業を継続して実施す

るよう、県に対しまして強く要望しながら、支川を含めた広田川の流域全体の治水対策

をしっかり進めてまいりたいと、こんなふうに考えております。 

○議長（廣野房男君） １５番、都築幸夫議員の質問は終わりました。 

   ここで昼食のため休憩とします。 

   午後は１時から会議を開きます。 

                             休憩 午前１１時５１分 

─────────────── 

                             再開 午後 １時００分 

○議長（廣野房男君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

   ５番、長谷川進議員の質問を許します。 

   ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 議長のお許しをいただきましたので、通告に従い順次進めさせてい

ただきます。 

   幸田町における巨大地震の耐震対応についてお話しさせていただきます。 

   専門家は、今後３０年以内に８０％以上の確率で巨大地震が発生すると、何度となく

予測報道しています。能登半島地震、東日本大震災、熊本地震、阪神大震災といった過

去の大地震を振り返っても、大地震がいかに無差別かつ予測不能であったかを多くの人

は感じ取っているのではないでしょうか。 

   これらの大災害は、どの地域でも、いつでも起こり得る状況ではないでしょうか。 
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   地震によって家族を失うということは計り知れない心の傷を伴います。多くの貴い命

が建物倒壊という、ある意味で防ぐことのできた悲劇によって失われたともいわれてい

ます。建物倒壊の未然防止ができていたら、そして家族が安全な場所に避難できていれ

ばと、反省の念に苛まれる人も多かったと思います。そして、多くの命が救われたと思

います。皆さんの家族を守るために、幸田町での大地震による建物倒壊の防止施策を具

体的に確認したいと、町民の声も多く出ています。 

   そこで質問させていただきます。幸田町内の住宅耐震は万全か確認させていただきま

す。町内の住宅全戸に対して、町は耐震に対する町民への指導を実施していると思いま

すが、具体的にどのようなサポートをして、耐震診断受診率向上と耐震工事実施率向上

を図っているのか、どのような状況であるかを確認させていただきます。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 本町では、昭和５６年５月３１日以前に建てられた木造住宅に

対する耐震診断は無料となってございます。診断の結果、改修が必要となった場合の耐

震改修工事に対しても、補助制度を設けているところでございます。耐震診断受診率等

につきましては、令和３年度から令和１２年度を計画期間といたします、幸田町建築物

耐震改修促進計画に示されている耐震診断受診率は約１８％でございます。 

   議員の言われる耐震工事実施率につきまして、耐震診断からどれだけがその後の耐震

改修工事につながったのかの率のことと捉えますと、診断の結果、耐震改修が必要な判

定値が１.０未満となった件数と、耐震改修工事で補助金を交付した件数から算出しま

した率は約１３％となってございます。 

   なお、今年度がこの計画の中間年度となりますことから、耐震化率や耐震診断受診率

などの時点修正を行うべく、現在、作業中でございますので、今申し上げさせていただ

いた率につきましては、現計画の策定時に参考といたしました平成３０年時点の数値で

ございます。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 耐震に対するサポートを実施しているというお話ですが、実際にそ

のサポートで耐震の考え方が浸透し、耐震工事実施率向上につながっていくのでしょう

か。実際には、耐震診断、耐震工事を実施するのは家主の責任ではありますが、町民は

何をどうしたらよいか分からない人も多いかと思います。人に寄り添った安心する耐震

指導を推進すべきと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 先ほど答弁させていただいたとおり、受診率等はまだまだ低く、

課題であると認識をしているところでございますが、実際の耐震改修工事となると、ど

うしても議員言われたように所有者様の持ち出し費用が発生してしまうことが二の足を

踏む大きな要因の一つと考えられますが、逆に全ての費用を公費で賄うわけにはまいり

ませんので、地道に周知活動をしていくほかはないと考えております。 

   以下ですね、現在どのような周知活動を行っているかを申し上げさせていただきます。

まず、耐震診断を受けられた方に対しましては、耐震診断の結果のほか、耐震改修工事

費の目安もお知らせをさせていただいており、その上で、耐震改修工事に利用できる補
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助金の説明やパンフレットの配布も併せて行っております。 

   また、耐震診断後、一定期間を経過しても耐震改修を行っておられない方に対しまし

ても、耐震改修に関する相談会を開催するなど、耐震改修の促進を図っているところで

ございます。 

   一方、まだ耐震診断を受けておられない方に対しましては、毎年対象地区を決め、職

員が飛び込みで各御家庭を直接訪問し、無料耐震診断の実施の呼びかけを行う全町ロー

ラー作戦を行っており、今年度は昨年度に引き続き、大草区、高力区を訪問する予定で

あり、来年度で全町一周する予定でございます。 

   そのほか、町広報、町ホームページ、町公式ＬＩＮＥで無料耐震診断及び耐震改修補

助制度について周知を図っている状況でございます。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 幸田町の家屋倒壊を減らす耐震診断、耐震工事実施を早期に推進す

べきと考えます。いずれにしてもお金のかかる話であり、簡単に進められるものではな

いと思います。町相談窓口設置と迅速な支援活動を起こすための全戸推進状況の見える

化を図るべきと思います。 

   町として、このような管理はしているのか、今後のお考えをお聞きします。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 進捗、推進状況の管理につきましては、幸田町建築物耐震改修

促進計画の中で対象となる木造住宅の位置を反映した耐震化状況把握図を作成しており、

それを基にローラー作戦を実施しているところでありますが、今年度の計画の中間見直

しに合わせ、その把握図も時点修正したいと考えておりますので、引き続きそれも活用

しながら今後のローラー作戦、２巡目に入っていきたいと考えております。 

   また、補助制度はあれど、耐震改修には多額の持ち出し費用がかかるということが、

特に高齢者世帯ではブレーキとなる傾向がございます。一概には申せませんが、昨年度

の実績では、建物全体を耐震改修をすると約２００万円近い、いわゆる追い金が必要な

ケースもございました。さらには耐震工事に合わせて、その他の改修も少しやりたいと、

こういった場合も当然あるかと思われますので、結果、負担が２００万円以上という感

覚をお持ちになった方もお見えになられたと思います。そのため正直、耐震化率のアッ

プには直接は寄与しないわけでありますが、今後は建物全体の改修一辺倒のＰＲではな

く、寝室やふだんよくいる部屋など、建物の一部をシェルター化する耐震シェルターの

設置についての周知強化をしていきたいと考えております。 

   なお、費用的にはこちらも一概には言えませんけども、かつ補助金活用事例も極端に

少ないこともあり、３０万円から５０万円程度の追い金といったところではないかと考

えております。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 町民に対して、大地震による家屋倒壊の不安を払拭するには、ぜひ

とも耐震工事推進強化が急務と考えます。よろしくお願いします。 

   それでは次に、町公共管理施設の耐震対応は万全か確認させていただきます。 

   町内の２３区には、町が管理する公共施設が多くあります。それぞれ指定緊急避難場
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所、指定避難所として指定され、ここを拠点に各区での避難情報が共有される場所であ

ると町民は理解しています。区での防災訓練を実施するたび、多くの人は区の避難所で

ある公共施設のひび割れ、建物の基礎は大丈夫かと心配して、避難所の耐震に不安を隠

せません。 

   町ホームページの指定緊急避難場所、指定避難所等一覧表を見ると、各区の公共施設

において、対象とする現象の種類として、地震の丸印がない施設も多いかと思います。

このように表記されると、地震の際は使えないから学校まで避難するしかないと思って

いる人も多いかと思います。各区の環境によっては、地震の際に公共施設を避難所とし

て使用することは当たり前のようになっていると思います。 

   幸田町地域防災計画の資料編に記載されている指定避難所の一覧表には、学校に体育

館と表記されているが、避難する収容数が限られており、自宅で待機するしかないと思

っている人が大半だと思います。 

   そこで、指定緊急避難場所、指定避難所の定義や大規模な災害のときには、体育館だ

けでなく、避難者の人数に応じて校舎等も開放して対応する等のことについて町民の理

解を促進するために、区長会、各区防災訓練、学区防災訓練、ファーストミッションボ

ックス研修会時に、周知徹底を図っていただきたいです。町としてのお考えをお聞きし

ます。 

○議長（廣野房男君） 危機管理監。 

○危機管理監（長谷優一郎君） まず初めに、指定緊急避難場所及び指定避難所の定義につ

いて御説明させていただきます。指定緊急避難場所は、居住者などが災害から命を守る

ために緊急的に避難する施設または場所で、災害の危険が及ばない施設、または場所を

災害の種類ごとに指定するというものでございます。一方、指定避難所は、避難した居

住者などが災害の危険がなくなるまで一定期間滞在し、または災害により自宅へ戻れな

くなった居住者などが一時的に滞在する施設であり、災害の種類に限らず指定するもの

でございます。 

   指定避難所としている公共施設につきましては、地震の揺れ等による被害がなければ、

避難所として使用できると考えております。現在、町のホームページの指定緊急避難場

所、指定避難所では内容、表記が分かりにくいという御意見をいただきましたので、分

かりやすくなるように修正いたします。また、学校施設の避難所利用につきましては、

体育館、武道場などの屋内運動施設を指定の基本としておりますが、学校が休校となる

ような大規模災害が発生した場合、避難所スペースが不足すると考えられ、その場合に

は、学校の災害も学校の再開も視野に入れながら、特別教室、普通教室という順番で開

放していくことを考えております。 

   今後、今申し上げたことにつきましては、地区防災訓練、研修会等の場で周知を図っ

てまいりたいと考えております。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） ただいまのお話の各区公共施設で指定避難所に指定されていない施

設を使用するにしても、町内全ての公共施設が５０年以上を経過する施設も増えている

と聞いてます。各公共施設の鉄筋コンクリート造りの耐用年数は４７年とテレビ、新聞、
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文献などでは定められているものの、実際にはそれ以上の長期にわたって使用できるケ

ースも多く、環境によっては１００年程度もつとも言われていますが、町が管理する公

共施設の耐震チェック状況と耐震計画や耐震補強などの対応をどのように進めているの

かお聞きします。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 公共施設の耐震診断は、平成１６年度と平成１７年度に実施を

しております。昭和５６年以前の旧の耐震基準で設計され、建築された各区の公共施設

は２１施設あり、耐震化が必要とされた８施設は全て耐震補強を終えておるところでご

ざいます。また、令和６年度には主要公共施設において、特に劣化が著しいと思われる

施設を幸田建築行政会による目視点検を実施し、現状把握に努めてまいりました。 

   これまで区に一部、御負担をいただいておりました１,０００万円を超える大規模な

修繕につきましては、全額、町による施工で工事が実施できるよう要綱の改正を行い、

緊急性が高いと判断した施設から工事を順次実施してまいりたいと思っております。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 耐震チェックの状況は分かりましたが、施設の建ってる地盤環境に

よっては条件の限りではないともいわれてます。町民は避難所に対する安心安全を求め

ています。それだけ、町民の防災意識が強くなってきた証です。 

   私の知る幸田区の幸田老人憩の家、併設する幸田児童館は経過年数５５年となります

が、幸田町でも最も古い施設の一つと認識してます。立地においても傾斜地で、前面の

道路幅も狭く、駐車場もないといわれ、隣接する秋葉神社内に止めなければならない状

況です。乗り入れするにも出入口が大変狭く、これでは有事の際、人、車等、様々な動

きが発生し、パニック状態が想定され、避難所としては大変問題がある施設と感じます。

建物の老朽化と立地条件において避難所としての機能に大きな不安があるため、安心安

全を確保できる周辺道路整備等、耐震施設含めた対応が望まれてます。 

   一方では、現況での駐車場確保と道路拡幅は大変難しい話となるため、新たな候補地

を探しての新設計画が必要ではと、関係区の人たちは今後の動向を注視しています。今

後の考えをお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 健康福祉部が所管します、幸田老人憩の家の立地につきま

しては、昭和４５年の建築当時に幸田区より土地の無償譲渡のあっせんを受け、現在の

場所へ建築しました。地盤についてですが、急傾斜地崩壊危険区域に一部かかっている

ものの、西側のり面は既に対策工事を実施しています。施設の耐震性につきましては、

平成１７年度の耐震診断において耐震性が不足するという調査結果から、翌年、平成１

８年度に耐震工事を行っております。以上から、施設の地盤についても問題ないと考え

ています。 

   また、御懸念の駐車場につきましては、昭和４５年４月に幸田町と幸田区で締結しま

した幸田町立幸田老人憩の家及び児童館建設事業に伴う覚書にて、施設の利用上、必要

な駐車場を幸田区において整備確保する旨の記載がありますことを確認しております。 

   町といたしましては、幸田老人憩の家などの主要公共施設につきましては、大規模改
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修を順次進め、施設の長寿命化に努めることとしています。しかしながら、社会情勢や

環境の変化により、地方公共施設の在り方等が大きく変化していることは承知しており

ます。老人憩の家等の主要公共施設の新設におきましては、地元区の意見や用地の確保、

財政状況等を勘案し、慎重に対応する必要があると考えています。その中で、仮に新た

な公共施設を整備する際は、避難所としての機能を意識した内容で検討する必要がある

と考えています。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） お話ししてます、幸田区のような周辺道路の状況や駐車場の確保を

含めた安全性や機能性において不安のある公共施設はほかにもあるのでしょうか。 

   特に、狭い道路がある指定避難所などの公共施設は災害が災害を生む、二次災害が発

生します。そもそも５０年以上の町公共施設は、将来に向けた予算立てを計画的に進め、

耐震補強工事するなり建て替えなり、進めていくべきと考えます。お考えをお伺いした

いと思います。 

○議長（廣野房男君） 総務部長。 

○総務部長（菅沼秀浩君） 主要公共施設につきましては、まず大規模改修を順次進め、施

設の長寿命化を図ってまいりたいと思っております。実際に今年度は高力老人憩の家、

来年度は新田老人憩の家の大規模改修工事を計画しております。ほかの施設につきまし

ても、順次施工していく計画であります。 

   修繕等の進捗状況につきましては、１年ごとに区長会等で報告をしていきたいと考え

ております。 

   また、新しく施設を建設する際は、社会情勢や環境の変化にも対応できるよう、例え

ば公民館のような利用用途が限定されている建物だけではなく、様々なニーズにも対応

できるための交流拠点施設の整備にシフトをしていく考えであります。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 承知しました。少し余談ではありますが、避難場所のスペース拡大、

テント設営、炊き出し等の具体案に取り組んでいる身近な区もあります。各区では、防

災意識が確実に高まっています。過去にとらわれず、新たな取組をしようと歩み出して

ます。指定緊急避難場所、指定避難所は有事の際、町民のよりどころであります。 

   震災はいつ来てもおかしくありません。町が先導して、大震災に向けた前向きな対応

を計画的にお願いします。 

   それでは、次の質問をさせていただきます。農業の成り手不足をどうするか確認させ

ていただきます。 

   全国で農業の高齢化が進み、後継者も少なく、農業離れを防止するために、農家の後

継ぎ、外部からの受け継ぐ若者を呼び込む活動があの手、この手を考えての対策をして

います。 

   幸田町においても同じ状況にあると思いますが、行政として産業を振興する立場とし

て、お考えを確認させていただきます。 

   幸田町の農家でも高齢化が進んで、後継者問題が大きいことは承知しているかと思い

ますが、若者農業従事者が減少して、農業が衰退していくことに大きな危機感がありま



- 43 - 

す。農業人口推移と農作物別の会員数推移はどのような状況かお聞きします。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 本町の農家数は農林業センサスによりますと、平成２７年

に９４２名であった農家が、令和２年には８５１名と、５年間で農業離れ、高齢化によ

りまして、９１名の農家が減少した結果となっております。 

   なお、農林業センサスは５年ごとに集計されておりますので最新データにつきまして

は本年度、集計しているところであります。したがいまして、最新の集計結果につきま

しては手元にない状況であります。 

   また各部会員の推移といたしましては、令和３年度と令和７年度を比較しまして、柿

部会が７７件から５６件、梨部会は２０件から１７件、カシューナッツ部会は２５件か

ら２１件と減少をしておりまして、部会全体といたしましては２２２件から１８４件と

５年間で３８件が減少している状況であります。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 現在の状況は農業離れと高齢化していることを理解しました。 

   農業に従事している人に聞くと、農業は大変。働いても手をかけた割にはもうからな

い。農業だけでは食べていくには限界。切実に出る言葉です。これは農業離れする大き

な要因です。幸田町の農業特産物、筆柿、いちご、桃、米、野菜、花など、農家が農業

離れしないお考えはあるようでしたらお聞きしたいと思います。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） 農業者に対しましては、本町産業振興課より大きく二つの

支援を実施しております。 

   主な支援内容といたしましては、まず一つ目としまして、農業特産物消費宣伝事業費

補助金であります。 

   この補助金は、土壌診断や新品種試験導入などの部会での活動費用の補助をしている

ものであります。 

   次に、二つ目の産業活性化プロジェクト補助金では、新規の環境に配慮した商品や、

技術の試験導入などの活動に支援を行っているものであります。 

   さらには、こうた筆柿応援隊や親子農業体験教室など、非農家の方に筆柿栽培の体験

を行っておりまして、筆柿作りに触れる機会を増やすよう努力をしている状況でありま

す。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 農業離れする大きな要因は、もうかる農業でなければ衰退はどうす

ることもできません。 

   今、全国で静かなブームでサブスク農業という新たな取組が展開されています。年齢

を問わず人気を集めています。近隣の岡崎市のサブスク農業が２月８日テレビ放映され、

作業効率化が図れ、労働時間５０％削減で、収益性の改善、販路拡大にもつながり、安

定した収入でメリットが大きいと言ってます。 

   このような情報を産業振興する立場の行政として把握していますでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 
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○環境経済部長（大熊隆之君） 今回、議員からの一般質問通告を受けまして、改めて調べ

させていただきました。 

   現状ではサブスク農業という名前は聞いたことがある程度で、詳細は申し訳ありませ

んが把握できておりません。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） それでは、今お話しのサブスク農業についての代表的な種類と特徴

を少しお話しさせていただきます。 

   一つ目には、畑のサブスク、マイ畑型があります。 

   月額または年額で、個人が区画を借りて自由に野菜作りなどを楽しめます。必要な設

備や道具が整っており、週末だけ農業を体験したい人に適しています。これは幸田町で

も一時期やっていたかと思います。 

   二つ目には、収穫サブスク、取り放題型があります。 

   月額定額で３,０００円から５,０００円で、いつでも何回でも野菜を取り放題となる

サービスです。消費者は新鮮な野菜などを手に入れ、食に関する知識を習得し、健全な

食生活を実践できる人間を育て、収穫体験が楽しめます。農家は収穫、調製、箱詰め、

出荷といった作業を消費者が担うことで、農家の労働時間削減が図れます。 

   三つ目には、野菜のサブスク、定期便型があります。 

   会員専用の畑で、その会員のためだけの野菜を育て、生産から出荷まで農家やアーテ

ィスト、経営者が一貫して担当するサービスです。旬の野菜を定期的に自宅へ配送する

サービスです。ふるさと納税の返礼品としても人気が高まっています。 

   二つ目の収穫サブスク、取り放題型が今、人気があると言われております。 

   以上、このようなサブスク農業のやり方は、農業従事者の労働時間削減につながると

実証されていますので、これからの農業システム導入に産業を振興する立場から、ぜひ

とも情報展開していただき、もうかる農業、若い後継者づくりの一助として取り組むべ

きと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） はい、ありがとうございます。大変参考となりました。 

   本町としましても、１区画当たり７２平方メートルの貸し農園を計１２区画ではあり

ますが、非農家の方に農業を体験してもらうために実施をしているところであります。

この貸し農園は年間５,０００円の使用料で、町民に限らず利用可能となっております。 

   なお、契約期間としましては１年間ではありますが、継続契約は可能となっておりま

す。 

   今回御質問いただきましたサブスク農業の取組が岡崎市におきまして実際に行われて

いるようでありますので、一度話をお伺いいたしまして、幸田町に合った取組ができな

いか検討をしてまいりたいと思っております。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 前向きな御意見ありがとうございました。 

   今までお話ししてきましたサブスク農業を推進するに当たり、幸田町内には多くの休

耕地があると思います。農業の振興を図るためにも、こうした休耕地を再利用する価値
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はあると思います。幸田町内にはどのぐらいの休耕地があるのでしょうか。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） はい。まず、本町の耕作面積は１,０６０ヘクタールであ

ります。そのうち休耕地は１１.２ヘクタールでありまして、全体の耕作地の約１％と

なっております。非常に大きな面積でありますので、この休耕地を削減できるように取

り組んでいるところであります。 

   一例を申しますと、毎年８月頃、幸田町農業委員会と本町担当職員におきまして、休

耕地の調査を行っておるところであります。休耕地の地権者に対しましては、農地の適

正管理の必要性と指導、また、管理のための作業委託先を文書にて案内をしておるとこ

ろであります。 

   なお、対応していただけない地権者の方に対しましては、耕作放棄地の意向調査を行

いまして、農業を行いたい方と貸したい方のマッチングを実施をしておるところであり

ます。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） かなりの休耕地があることに驚きました。休耕地の再利用は、食料

自給率の向上や、地域経済の活性に貢献する重要な取組です。積極的に関係情報収集を

行い、計画的に再生を進めることが大切です。農業特産物農家と休耕地所有者とのサブ

スク農業の理解、研究を図っていただくことで、町産業振興発展につながります。もう

かる農業を目指す新体制、組織づくり、研究を進めることをどのように考えますか。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） はい。今回御提案いただきましたサブスク農業だけに限ら

ず、新たな産業振興発展のために様々な研究をすることは必要なことだと考えておりま

す。 

   今後におきましても、農協等と情報を共有しながら、新たな取組も視野に入れ、取り

組んでまいりたいと思います。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 全国的に過去にとらわれない農業システムを構築しています。時代

の変化を先取りして準備、対応すること、ただ時流に乗るのではなく、さらに一歩踏み

込んで、これからどうなっていくのかを予測して進めていただきたいものです。農業戦

略のいろいろなアイデアはあるかと思います。行政としての産業振興の重要性を再認識

して、今後の取組に期待しています。 

   では、次の質問をさせていただきます。 

   高齢化が進む中での自治体草刈り機対応についてお話しさせていただきます。 

   令和６年９月、一般質問で多くの人に期待された、ラジコン草刈り機導入の件、１年

たちましたが、地元関係者の思いが増すばかり、語るも涙ではないですが、再度お話し

させていただきます。 

   幸田町全区で高齢化が進み、私の荻谷学区も同様です。特に荻区からは、自治会行事

の草刈りなど実施するのに大変苦労されているとよく聞かされています。毎月の組長会

でも猛暑の中で、高齢者がどれだけ酷使して草刈りに参加しているのかを知ってほしい
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と熱く語られます。区の草刈り事業範囲は広く、３０度ほどある傾斜地もあり、危険地

帯での草刈りで、高齢者が足を滑らせ転倒することもあり、非常に危険が伴い苦労して

ます。代々受け継がれ使命感で頑張ってきましたが、近年の異常気象、猛暑の中での高

齢者の体力的にも限界がきています。もうやりたくないという声も出ています。この生

の声を聞いて、私は切ない気持ちと責任感を感じました。荻区全町の高齢者から切実な

要望でした。夢のラジコン草刈り機導入に向けて、再度今後の進展をお聞きしたいと思

います。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） はい。昨年９月の議会におきまして、議員から一般質問を

受けまして、同年１１月に荻区不動ケ池のり面において実演を行っております。 

   ラジコン草刈り機デモンストレーションでのアンケートの結果でありますが、草刈り

機に対する満足度はやや満足以上が約８割でありました。 

   しかしながら、回答者が所属する団体等の購入意向につきましては、約４割が購入意

向であり、約６割が購入意向はないとのことでありました。 

   また、草刈り機の貸出し制度があった場合、利用を検討するかどうかにつきましては、

約７割が検討で、約３割が検討しないとの結果でありました。 

   なお、主な意見としましては、ラジコン草刈り機の重量が３６５kgでありまして、軽

トラでは搬送ができないとか、のり面で高齢者が操作するのは危険であるのではないか

とか、使用頻度が少ないのではなどの御意見がありました。 

   そこで、アンケートの結果を受けまして、農協や各種団体へ管理委託を依頼をしてみ

たわけでありますが、管理委託に対し否定的な結果となっております。 

   現在、民間でレンタル可能な業者もあるようでありますので、検索をしている状況で

あります。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 昨年、町全体で高齢化が進む中、草刈りに悩んでいる区は何区ある

かという問いに、区長さんに確認していただいた結果、２３区全ての区において、草刈

りに関して悩んでいる回答をいただきました。 

   また、河川愛護活動において、各区に、河川の草刈りをお願いしていると思います。

活動するに当たり同様な課題があると思いますが、対策としてどのように取り組まれて

いるのかお伺いします。 

○議長（廣野房男君） 建設部長。 

○建設部長（鳥居靖久君） 建設部が所管しております、議員が言われる河川愛護活動につ

きましては、毎年５月から１０月頃にかけて、河川の草刈り活動として各行政区におい

て活動をしていただいているところでございます。 

   全町的に参加者の高齢化や出役者の減少等が進む中、その対策として、昨年度につい

ては、草刈り機の購入補助をはじめ、河川のり面の作業範囲の見直し、これは縮小でご

ざいます。草刈り機使用に対する報奨金の追加の支払い。そして、堤防の天端の舗装の

工事の実施等を行い、草刈り作業の時間短縮、作業参加者の負担軽減等を図る対策を実

施してまいりました。 
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   さらには、加入保険の契約内容の見直しを行い、熱中症も保険の保証対象とするなど、

近年の猛暑における活動の負担に対する課題意識を持ちながら、万が一の対応として備

えるなど、様々な面において対策を進めてきたところでございます。 

   今後につきましても、地域の身近にある河川の愛護活動が安全で持続的に活動してい

ただけるよう、課題解決に向けた必要な対策を進めてまいりたいと考えております。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） 昨年、荻区区長、関係役員の皆さんが区の関係者を集め、これから

の草刈りをどうしていくかＪＡに相談し、草刈りを効率的に進めるテストを実施しまし

た。それが今も強い要望のあるラジコン草刈り機です。オペレーターが遠隔操作し、傾

斜地での危険地帯でのラジコン草刈り機の実践テストでした。長い草、少し太めの草も

見事にきれいに刈り上げ、非常に有効的な手段と参加関係者も絶賛していました。草刈

りに携わる人が少数で済む。傾斜地角度４５度の場所でも対応可能です。高齢化が進む

幸田町全区で大変効力を発揮するラジコン草刈り機だと考えます。 

   荻区で現状の草刈り機で対応した場合、草刈り年１０回、総人員３５２人、１人草刈

り時間平均２.８時間で、草刈り総労働時間、年９８５時間かかっています。 

   ラジコン草刈り機導入した場合は、草刈り年１０回、総人員３９人、１人草刈り時間

平均２.８時間で、草刈り総労働時間は年１０９時間となり、草刈り総人員３５２人が

３９人になり、３１３人の省人ができました。草刈り総労働時間も９８５時間が１０９

時間と、８７６時間の削減となり、ともに約９０％低減が図れると効果試算を出してい

ただきました。 

   世間一般企業なら改善効果がこれだけ出れば、即導入は絶対です。ラジコン草刈り機

の定量的評価を重視した事業投資を考えていただきたいと考えています。荻区での取組

を全町活用できる体制を早期に再検討いただきたく、お考えをお伺いしたいと思います。 

○議長（廣野房男君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（大熊隆之君） はい。ラジコン草刈り機の関係につきまして、こちらは利

用団体数や、利用可能な場所、稼働状況などの調査も必要になってくるかと思っており

ます。前年度の実演会の結果や、区からの要望、区における草刈り対応、近年の猛暑対

策などに基づき、購入費補助や貸出し制度について総合的に判断し、導入に向けて再検

討させていただきたいと思います。 

   よろしくお願いいたします。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川議員。 

○５番（長谷川進君） ありがとうございます。 

   非常に皆さんの熱い思いがありますので、ぜひとも前向きな対応をお願いし、私の一

般質問を終わらせていただきます。 

   本日は対応ありがとうございました。 

○議長（廣野房男君） ５番、長谷川進議員の質問は終わりました。 

   ここで、１０分間の休憩とします。 

                             休憩 午後 １時５１分 

─────────────── 
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                             再開 午後 ２時０１分 

○議長（廣野房男君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

   次に、１番、藤本和美議員の質問を許します。 

   １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 議長のお許しをいただきましたので、通告に従い質問させていただ

きます。 

   まず１点目、ケアマネジャーのシャドーワークについてです。 

   住み慣れた町で暮らしていくために在宅介護は必要不可欠であり、支援していくこと

は大変重要です。その中においても、ケアマネジャーは在宅介護の要と言われておりま

すが、近年ケアマネジャーに求められる仕事や役割が増えており、成り手も減りつつあ

ります。今後も増加する要支援、要介護認定者に対して、ケアマネジャーをはじめ、介

護職の人材確保のための待遇改善や、やりがいや生きがいを感じるような利用者との良

好な関係が必要であるのではないかと考えます。 

   そこで、まず、本町の要支援、要介護認定者の推移について伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 要支援要介護認定者数につきましては、総数は５年前の令

和２年度末が１,２２３人でしたが、令和６年度末には１,４０６人となり、人数で１８

３人の増加。増加率は１５％となっています。この間の６５歳以上の介護保険第１号被

保険者は、令和２年度末が９,０６１人に対し、令和６年度末が９,２９８人で、２３７

人、２.６％の増加となっております。 

   また、要介護認定率、第１号被保険者の占める要支援、要介護認定者の割合につきま

しては、令和２年度が１３.５％に対し、令和６年度は１５.１％と増加傾向で推移して

います。 

   なお、この数値を国、県と比較しますと、全国平均１９％よりも３.９ポイント、愛

知県平均１７.４％より２.３ポイント低くなっている状態です。 

   現在は介護予防に関する事業を推進するところでありますが、今後につきましても高

齢者数の増加に合わせ、要支援、要介護認定者数も増加するものと見込んでいます。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 要支援、要介護認定者の総数が年間４０人から５０人ぐらいずつ増

加しているということが分かりました。 

   それでは、在宅介護の要と言われるケアマネジャーの役割や業務内容について伺いま

す。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） ケアマネジャーの役割は介護を必要とする人に対し、かか

りつけ医等医療を含む地域の関係者との顔の見える関係を構築し、利用者に適切な支援

を行い、利用者に寄り添い、尊厳の保持と自立支援を図る一連のプロセスを担うことで

あると考えています。 

   その業務内容としては、利用者からの相談に応じ、アセスメント、課題分析を行い、

どのような介護サービスが必要かを判断し、関係機関との連絡調整を行い、ケアプラン
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の作成などがあります。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 一人一人に寄り添い、家族構成や今までの生き方や今後の希望の介

護なども聞きながらケアプランを作成し、介護へとつなげることは大変な仕事でありま

すが、ケアマネジャーのシャドーワークについては御存じでしょうか。シャドーワーク

について、現状を把握されてるか伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） シャドーワークにつきましては、今回の一般質問により承

知したところが本音でございます。 

   厚生労働省の資料からシャドーワークは法対外業務が当たることを確認いたしました。

シャドーワークに関しては、町内のケアマネジャーを含む介護サービス事業所の専門職

が出席する、幸田町介護サービス連絡協議会や地域ケア会議等の会議の場で課題となっ

ている声は出ておらず、町として実態を把握していないというのが実情でございます。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） シャドーワークが問題として表に出てこない理由として、介護職の

方は人に尽くす気持ちでやっておられますので、業務外のことを頼まれても、利用者の

ためと善意で受けているという状況もあるかとは思います。 

   また、一方、利用者をつなぎ止めるためにやらざるを得ない、断れないということも

あるようで、両方の意見を聞いております。 

   シャドーワークは、利用者から業務範囲を明らかに超えるような仕事や役割を求めら

れるだけではなく、近年では自治体や病院などからも求められることが増えているよう

です。労働環境の悪化や精神的な負担を訴えるケアマネジャーも増えてきています。 

   シャドーワークの具体例として、例えば、夜間に利用者の家族からお母さんの様子が

変だから見に行ってほしいと電話が入ったり、携帯も家の電話もつながらず、コードを

抜いていないかどうか見てきてほしいといったような依頼です。ほかにも入院中の医療

費についての相談、自宅の修理を手伝ってくれる業者を探してほしいという要望、アパ

ートを探してほしい、市営住宅の申込みをしてほしい、病院の受診予約の代行、代筆、

代読、財産管理などがこのシャドーワークに当たっています。 

   １枚目のパネルを御覧ください。 

   令和６年６月２４日に厚生労働省から出されたケアマネジメントの在り方についてで

す。これは地域包括支援センターへの調査になりますが、青色の棒が業務範囲内と考え

る業務、隣の赤色の棒が実際に対応している業務です。青色の棒が少ないのに赤色の棒

が多い項目は、明らかに業務範囲外だと分かっているが対応しているということになり

ます。ケアマネジャーの業務範囲とは思わないが、実際に対応している業務の内容とし

て、先ほど例に挙げましたように、モニタリングや定期の安否確認を除く緊急訪問をし

たことがある人が９０.９％。徘回時の捜索や捜索依頼への対応をしたことがある人が

７９.７％。入院や通院時の付添いをしたことがある人が６８％。これは救急車の同乗

などもよくあるということです。 

   また、介護保険制度以外の行政への手続や申請の代行申請をしたことがある人が６
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８％。こちらは障害者手帳の申請や更新など、様々な場面で行っていると考えます。本

人や家族からサービス調整等に関わらない電話への対応や、時間外の対応を行ったこと

があると答えた人が６７.２％など、かなりケアマネジャーが対応しているということ

が分かります。 

   続いて、パネル２に移ります。 

   こちらは、ケアマネジャーへの調査で、実際にこれらの業務範囲を超える業務に対し

て対応したかどうかの割合を表しています。時間外での相談対応や訪問依頼なども多い

ですが、支払いの代行、身元保証なども対応したことがある方もいらっしゃいます。こ

れらの業務範囲ではないと思いながらも対応している理由は、緊急性が高く、自分の事

業所で対応するしかなかった場合や、緊急性はないがほかに対応方法がなかった場合、

それから、利用者や家族からの強い要望があり対応せざるを得なかった場合など、利用

者や家族からの依頼が多いですが、医療機関や他の機関からの要請があったからという

理由も多く上がっています。医療機関からは救急車の同乗がないなら連れていけないと

か、そういったことも言われることがあるということです。このような業務は、今まで

は本来家族が対応してきたことかと思いますが、家族構成が変わり、独居の高齢者や高

齢者だけの世帯が増え、医療機関なども簡単には御家族にお願いしますと言える状況で

はなくなってきているからだと思います。 

   厚生労働省によりますと、２０１５年６５歳以上の単独世帯は５９２.８万世帯で、

世帯総数の１１.１％。６５歳以上の夫婦のみの世帯は６８７万世帯で、世帯総数の１

１.７％というふうになっています。 

   本町ではどういった数字になるか、本町の一人暮らしの高齢者世帯と高齢者夫婦のみ

の世帯の推移を伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 本町の高齢者の状況につきましては、令和７年４月１日現

在で総人口４万１,９３７人。６５歳以上の高齢者は９,３３８人で、高齢化率は２２.

３％でございます。 

   また、世帯状況ですが、総世帯数１万７,０１２世帯に対しまして、６５歳以上の高

齢者のみの世帯、施設入所者を除きますと、３,３４０世帯となっております。そのう

ちの独居高齢者世帯数につきましては、施設入所者を除き、１,５２８世帯となってお

ります。総世帯数における高齢者のみ世帯は約１９.６％。独居高齢者世帯につきまし

ては約９.０％になります。 

   今後は本町の高齢者人口は増加傾向で進み、令和１２年に９,８９１人。令和２２年

に１万１,５６８人。令和３２年に１万２,７０４人となり、高齢化率も３１.５％にな

ると推測しています。 

   また、高齢者のみ世帯につきましては、具体的な推計値はございませんが、高齢化人

口の増加に合わせて増加することを見込んでおります。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） はい。６５歳以上の一人暮らしが１,５２８世帯ということで、今

後も増加が予想されます。介護保険法ができた１９９７年は２８年前ですが、ここまで
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家族の形が変わり、家族が近くにいない高齢者の増加はその頃、予測できたでしょうか。

厚生労働省からケアマネジメントの課題と向き合う検討会の中間報告が出され、他の機

関につなぐべきサービスと、ケアマネジャーが保険外でサービスとして対応し得るもの

などに分類されました。 

   その中で、厚生労働省の通知について、少し長いですが、重要な部分のみを読み上げ

ます。 

   法定業務以外の業務については、ケアマネジャーの業務上の課題というだけではなく、

地域課題として地域全体で対応を協議すべきものであり、基本的には市町村が主体とな

って関係者を含めて協議し、必要に応じて社会資源の創出を図るなど、利用者への切れ

目ない支援ができる地域づくりを推進すべきである。法定業務以外の業務について、ど

の程度の頻度、量で生じているのかといった実態や、ケアマネジャーが担当せざるを得

ない場合もあること、関係機関につなぐことにも調整等の業務負担が生じ、時間を要す

る等の課題が生じる場合もあることに留意して継続して検討することが重要である。と

記載しています。 

   ここで言ってるのは、しっかりとシャドーワークの問題点をみんなで出し合い、この

業務はどこが担当するのか協議するなど、ケアマネジャーの負担を考慮していこうとい

うことかと思います。 

   そこで、本町においても、この問題を解決するために、まず、ケアマネジャーの業務

範囲を適切に周知すること。また、介護支援専門員や事業者の団体とも合意を得るため

の取組も行っていただく必要があると思いますが、この厚生労働省からの通知について、

既にヒアリングや情報共有、対策はできているのか伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 令和６年１２月１０日付ケアマネジメントに係る諸課題に

関する検討会の中間整理については確認していますが、先ほども申し上げましたとおり、

町として実情を把握していないため、事業所へのヒアリングや情報共有はできていませ

ん。 

   今後のケアマネジャー等が参加する会議や研修等においては、当事者の意見を踏まえ、

シャドーワークに関する内容もテーマの一つと取り上げることを検討してまいります。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） はい。今後の会議などでのヒアリングで、課題や問題点などの共有

ができることを期待しています。 

   また、他の市では、ケアマネジャーの業務範囲外をしっかり周知したり、こういう困

った事態はここへ相談してくださいと明記したリーフレットを配ったりしています。利

用者や家族も知らずに頼ってるところもあると思います。愛知県ではまだこういったリ

ーフレット作成までできている自治体は非常に少なく、近隣市でもやっていないようで

す。 

   しかし、ケアマネジャーを含め、介護職従事者の安心感や自治体への信頼にもつなが

り、就労先としてその自治体内の事業所が選ばれたりすることもあるようです。ケアマ

ネジャーに頼める仕事内容はどういったことで、それ以外の困ったときにどこに相談す
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るのかということが分かるようなリーフレットを作るなど、広く周知を行うことができ

るか、本町の対応を伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 同じ福祉医療圏であります岡崎市に状況を確認しましたが、

ケアマネジャーの業務や役割に関するリーフレットを作成していないとのことでした。

ケアマネジャーに関しては町外事業所が担当するケースもありますので、岡崎市や隣接

市とも情報共有し、リーフレットの作成を検討していきます。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 横浜市や大和市などとても分かりやすいリーフレットを作成してい

ますので、ぜひそういった自治体を参考にしていっていただけたらと思います。 

   本町では、まだシャドーワークについて声が上がってきていないということですが、

介護職のお一人お一人に聞きますと、無理なことを言われて困るけれどもやらざるを得

ないということをよく言われます。こういったことを課題として認識し、交通整理をし

てあげるだけで、双方の関係はまたさらによくなると思いますので、ぜひよろしくお願

いいたします。 

   では、次の質問へ移ります。 

   二つ目は、不登校やひきこもりの子どもと家族についてです。 

   昨年１２月の丸山議員の不登校についての一般質問に対して、教育長の答弁では、不

登校の子どもが将来的には他者とコミュニケーションをとれるようになって、社会的自

立をしていけばいいわけで、そのチャンネルを切らないようにしたいという考えである

というお話をされ、私も大変共感いたしました。 

   しかし、そこの支援が実際できてるのか疑問にも思っております。不登校の子どもを

持つお母さんたちからは、中学校を卒業してしまうとさらにつながりがなくなり孤独に

なるので、中学校在籍時に横のつながりを持っておきたい。または、つながりを持って

おきたかったという切実な声を多く伺っています。中学校時に不登校で、その後も社会

に関わりを持たないままにならないよう、支援のパイプを切らさないことは本人や家族

へ大変重要なことです。 

   そこで、不登校の子どもや家族への中学校在学時と卒業後の支援について伺っていき

たいと思います。 

   まず、現状把握として、中学校卒業時、不登校である子どもの人数を５年推移で伺い

ます。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） 中学３年生の３０日以上不登校により欠席した人数は、令和２

年度は８人、令和３年度は１４人、令和４年度は２０人、令和５年度は３３人、令和６

年度は３１人と年々増加傾向にありますが、令和５年から令和６年にかけては若干減少

しております。近年の様々な支援を行っていることもこの減少の要因と思われます。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 令和２年度８人だったのが、令和６年度は３１人ということで、こ

の５年で非常に多くなっていることがよく分かります。家族という密閉した空間の中に
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いると、親子の不安はますます増幅していきます。親の過度な不安や心配が子どもの心

に影響し、子どもは子どもでさらに不安を抱えるといった悪循環にも陥りかねません。

不登校の子どもと保護者への支援と、中学校卒業後の支援の現状を伺います。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） 不登校及び不登校傾向にある児童生徒の支援につきましては、

各学校に校内いじめ不登校対策委員を設置し、主に毎月、不登校児童生徒の情報共有と

その対策を協議した上で対応しております。 

   また、中学校では、校内教育支援センター、愛称ⅰルームと申し上げますけれども、

この支援センターを設置し、不登校傾向にある生徒への支援を行っており、オンライン

授業配信による学びの保障が行えるよう情報環境も整えております。 

   保護者への支援といたしましては、スクールソーシャルワーカーを配置し、児童生徒

における家庭環境の改善等の支援を行っております。 

   また、各校にスクールカウンセラーを配置し、児童生徒や保護者のカウンセリングを

行っております。幸田町教育相談室ピッコロでは、不登校傾向にある児童生徒への適応

指導、カウンセリングやセラピー等を行っております。 

   そして、中学校卒業後の支援といたしましては、中学校在学時でスクールソーシャル

ワーカーの支援を受けていた生徒の何人かは引き続き支援している状況でございます。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 卒業後もスクールソーシャルワーカーの支援をするということです

が、何人に対して行っていて、理由ですね、支援継続が可能にどうしてなっているのか、

希望すれば、支援を継続してもらえるのか伺います。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） 令和７年度８月時点での支援の状況でございますが、卒業後も

継続している子どもにつきましては、１０人でございます。どういった理由で支援継続

が可能になっているのかという部分でございますが、卒業後も継続している理由といた

しましては、在学中からの関係でのつながり、あるいは、支援家庭としてのつながりな

どから様々でありますが、全てのケースに対応できるというものではございません。結

果的にケースによっては支援を継続している子どもがあるという状況の報告になります。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） スクールソーシャルワーカーに支援してもらってとてもよかったと

いう声がありますので、そういった支援の継続というものができるのであれば、支援員

を増やしたり、拡充するなどして、ぜひ続けていただきたいと思っております。 

   また、不登校の子どもの親は横のつながりがなく、ちょっとした意見や情報が欲しい

と思っています。子どもはピッコロを利用していても、親同士が話し合う機会はなく、

孤独を感じています。気軽に集まれる場所を月に１回でもいいから提供してほしいと、

私が議員になってからのこの２年間、本当にたくさんのお母さんから訴えられました。 

   私は、できたら親同士でつながりを作って会を催してほしいと思い、そのように伝え

ていましたが、親同士の接点がないため、ＬＩＮＥの交換もできないし、それができな

い環境だということがよく分かりました。子どもはすぐに中学校を卒業してしまいます
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ので、親同士の交流は貴重な場になると考えています。お母さんが精神的に楽になるこ

とで、子どもが安定することもあります。 

   このように不登校児や卒業後でも、親が気軽に立ち寄れる場所の提供を求める声が多

く、こういったことは、まずは公的な機関がやるべきと考えますが、設置できないか伺

います。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） はい。先ほどの中学校卒業後の支援の課題にもつながるわけで

ございますが、現在、小中学校在籍の不登校の児童生徒につきましては、教育相談室や

スクールソーシャルワーカーなど様々な支援を行っており、教育相談室主催の進路説明

会では、３０人以上の保護者や生徒が集まり、参加者の情報交換の場になっております。

今、議員がおっしゃるように、そのほかにも集いの場、親同士が会う場という部分につ

きましては、さらに気軽に集まれる場の提供ということで考えて、今後の課題として検

討してみたいと考えているところでございます。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 進路説明会はピッコロ利用者を中心にたくさんの親子が参加された

と聞きました。その場で交流もできたのでしたら、ここまで大規模でなくてもそういっ

た機会が年に何回かでもあったらいいのではないでしょうか。 

   また、豊橋の市民センターに行ったときのことなんですが、たまたま置いてあったチ

ラシには、不登校の親が気楽に集まることができるという案内でした。おたまじゃくし

の会といって、毎月１回、保健センターでやっているようです。 

   また、近隣各自治体、いろんな部署がさらに民間でも同じように不登校の親が集まる

場ということをやっていると聞いています。行政が検討している間、子どもはすぐに大

きくなって卒業してしまいます。職員の配置はもちろん必要ですが、開催にそれほどお

金もかからないことですし、すぐにやってほしいと思っています。 

   交流の場があってお母さんの気持ちが楽になって笑顔であれば、子どもは安心します

し元気にもなります。お母さんたちもそれが分かっていて、交流の場をつくってほしい

と言われています。先ほども中学校卒業後の支援について伺いました。課題もあるとの

ことですが、親が気軽に集まれる場の提供も含め、不登校の子どもが中学校を卒業して

からの支援、また卒業してから何年かたっている若者の支援方針について伺います。 

○議長（廣野房男君） 教育部長。 

○教育部長（山本晴彦君） はい。現時点での支援といたしましては、中学校在学時にスク

ールソーシャルワーカーが支援を受けていた生徒の何人かは引き続き支援をしている状

況ではございますが、中学校卒業後の支援を引き継ぐ支援体制は本町では整っていない

ということでございます。 

   現状の課題として捉えておりますので、今後の検討の課題として御報告いたします。

近隣市において設置されている子ども若者総合相談支援センターがですね、中学校卒業

後の継続的な支援や、家族の交流の場づくりなどを行っていないか、など調査研究する

とともに、この補助事業について必要な条件、それから協議体の設置の必要性、職員体

制、それから専門機関への委託に必要な経費などの課題について検討していきたいと考
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えているところでございます。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） はい。今いろいろなことを検討されているということで支援体制が

まだ整っていないけれども、今後に期待しております。 

   また、支援のつながりが切れてしまっている現状で、今は支援体制が整っていなくて

支援のつながりが切れてしまっている現状だとは思いますが、中学校まで学校教育課で

担当し、卒業したら、学校教育課からの支援が途絶え、全く別の福祉課へ相談に行くと

いうのも、今までの信頼関係を無視することになるのではないかと思っています。 

   私は当初、来年できるこども家庭センターが、中学校卒業後の若者を学校教育課と連

携しながら支援されると思っていましたが、そうではないということです。この１０代

の貴重な時間は、支援によっては社会とつながりやすくなる可能性もたくさんあります。

ぜひここの方策について早急に形を作っていただきたいと思っています。 

   次に、ひきこもりについて質問していきます。 

   厚生労働省のホームページによりますと、ひきこもり状態にある方は、社会とのつな

がりに関する悩みや、自己表現の困難さ等から、生きづらさや自己喪失感、自己否定感

を抱いている場合も少なくなく、事情や思いは一人一人様々である。そのような中、ひ

きこもりは、本人や家族だけの問題というような誤解や偏見によってひきこもり状態に

ある方やその家族が孤立してしまうことがないよう地域社会において、ひきこもりへの

理解が高まることが重要となるとあります。 

   ひきこもりの状態も様々で、家から出られない人もいれば、図書館やコンビニに行く

など、他者と交わらない形で外出をしている人もいます。２０２２年度に行われた内閣

府の調査によると、ひきこもりの状態にある人は全国に１４６万人。１５歳から６４歳

の５０人に一人がひきこもらざるを得ない状態にあるということです。ひきこもりが長

期化、高齢化していることにより、当事者や家族が抱える悩みも、医療、介護、所得、

就労など多岐にわたっています。当事者や家族が孤立してしまわないよう切れ目のない

支援につなげていくためにも、安心して相談し、支援を受けられることが大切です。 

   そこで、まずは、本町のひきこもり当事者の人数を年代別に伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） ひきこもりに関する実態調査を行っていないため、町内の

ひきこもり当事者数を把握することはできていません。議員も申し上げられましたが、

令和４年度の内閣府のアンケート調査によれば、ひきこもりの全国推計は１４６万人で、

およそ５０人に１人がひきこもりであると発表されています。年齢層別では、１５歳か

ら３９歳の子ども若年層が２.０５％。４０から６４歳の中高年層が２.０２％であるこ

とでございます。この調査を基にしまして本町においても、同様にひきこもりの方がい

ると仮定しますと、令和７年７月１日現在の人口における本町のひきこもり人数の推測

値は１５から３９歳の子ども、若年層は１万１,７８９人の２.０５％で、２４０人程度。

４０から６４歳の中高年層が１万４,４２４人の２.０２％で、２９０人程度いることが

考えられます。 

   なお、実態調査ではございませんが、福祉課が把握しているものとして、月１回障害
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者地域活動支援センター集いの家にて開催しています、ひきこもり家族の集いに参加さ

れるか方の実績値がございます。この事業は、基幹相談支援センター、社会福祉法人愛

恵協会に委託しているもので、ひきこもり家族が社会から孤立することを防ぎ、同じ困

難を抱える家族の相互理解、情報交換として実施しているものでございます。このひき

こもり家族の集いの令和６年度の実績につきましては、年１２回の開催で、実人数８人。

延べ４７人が出席されており、当事者が２０代から３０代の保護者の方が集まってお見

えです。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 仮定の数ではありますが、６４歳までで５３０人ほどと推計するこ

とができるということです。それに対して家族の集いに８人来られる、実人数８人とい

うことで、本当にごく少数ということが分かりました。 

   厚生労働省では、ひきこもり当事者やその家族がより身近なところで相談ができ、必

要な支援が受けられる環境づくりを目指して、市区町村における相談窓口の設置や居場

所づくり、関係者間のネットワーク構築、当事者間、当事者会、家族会の開催など、ひ

きこもり支援体制の構築を進めています。これらの取組に必要な経費をひきこもり支援

推進事業により地方自治体に補助しており、地方自治体における取組を強力に支援して

いるとのことです。ひきこもりサポート事業、ひきこもり支援ステーション、ひきこも

り地域支援センターをひきこもりに特化した事業と位置づけていますが、先ほど中学校

卒業後の支援についてもお聞きしました。支援が薄くなったとしても、１０代の頃は社

会につながりを持つきっかけを得ることもたくさんあるかと思います。５年、１０年と

ひきこもりが続き、親も高齢になったとき初めて家族が行政へ相談に行くのではないで

しょうか。 

   そこでお聞きします。本町にひきこもり地域支援センターなどあるのでしょうか。ま

た相談窓口はどこですか。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 本町の現状としまして、ひきこもり地域支援センターとい

ったひきこもりに特化した相談窓口はありませんが、福祉課にてひきこもりに関する相

談は受けております。各種相談を受ける中で、ひきこもりの対象となっている人の御家

族からひきこもりに関する相談があった際は、対象の人の年齢や生活状況等をお伺いし、

状況に応じた支援機関につなげるようにしております。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） ひきこもりに特化した窓口はないということですが、課を超えて連

携していくことも必要ではないかと考えます。国もこのようにひきこもりを日本の問題

点と捉え、市町村に対して支援強化を打っています。 

   ひきこもり支援について現状を踏まえての今後の方針について伺います。 

○議長（廣野房男君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（谷川 啓君） 現状において本町でのひきこもりに対する具体的な支援は

ありませんが、相談を受けてのつなぎ先での実績ある機関としては、精神科医、心療内

科、障害者の基幹相談支援センター、相談支援事業所、地域包括支援センター、若者サ
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ポートステーション、社会福祉協議会、精神保健福祉センターなどがございます。 

   また、ひきこもり家族の集いに参加される家族に、心の病気を持つデイケアとして実

施している憩いの場を紹介し、外出する機会につなげたケースがあります。憩いの場は

毎週１回、１３時半から１６時に集いの家にて開催しており、精神障害や発達障害など

の診断を受けた人、もしくは、その疑いのある人等を対象に、町が委託した精神保健福

祉士、理学療法士、社会福祉士とお茶を飲みながら話をしたり、集まったり、集まった

人たちでカードゲームや手芸など自由に過ごしてもらう場を提供しております。 

   それから、今年の４月からスタートしております。重層的支援体制整備事業の中で、

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業はあります。 

   この事業は、幸田町社会福祉協議会に委託しており、支援を必要としながら長期にわ

たりひきこもり状態にある人を社会参画に導くための支援として、関係者からの情報収

集、事前調整、対象者との関係性の構築、家庭訪問等を実施することとしています。 

   しかしながら、まだ関係機関への周知にとどまっているので、今のところ実績はあり

ません。 

   今後の支援につきましては、重層的支援体制整備事業のアウトリーチ等を通じた継続

的支援事業を機能させることを考えております。まずは、ひきこもりに悩む当事者や御

家族が相談しやすい相談窓口が社会福祉協議会であることを明確にし、長期にわたりひ

きこもり状態に悩む人に寄り添い、支援者との信頼関係を築くことに注力し、関係機関

と連携して、自立を促す支援につなげていけるよう努めてまいります。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本議員。 

○１番（藤本和美君） 国がこのように、ひきこもりに関して強力に進めていくということ

で、本庁に関しても、こちらもしっかり調査をしながら進めていただきたいと思います。

支援の必要な人に情報が届くよう、一歩を踏み出す手助けとなるよう周知をお願いしま

す。今後もひきこもりの支援についてはしっかりと体制を作っていくところを見ていき

たいと思います。 

   以上で私の一般質問を終わります。 

○議長（廣野房男君） １番、藤本和美議員の質問は終わりました。 

   以上をもって、本日の日程は終わりました。 

   次回は、明日９月４日木曜日午前９時から再開します。 

   本日一般質問された議員は議会だよりの原稿を、９月１８日木曜日までに事務局へ提

出をお願いします。 

   長時間、大変お疲れさまでした。 

   本日はこれにて散会といたします。 

 

                             散会 午後１４時４１分 
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